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武蔵野大学国際総合研究所 

特任教授 山 内 昌 之 

 

 トランス・コスモス財団助成金による研究は、中東イスラーム地域研究と日本近世

史研究に関わるものに二分される。日本近世史研究に関しては、2023 年 4 月末に『将

軍の世紀』（上下巻、文芸春秋）として刊行した。本報告書では中東イスラーム地域

研究に関し、今年度前半に山内が主催した中東中央アジア構造変動研究会の成果を

中心に以下まとめる。  

 

 中東イスラーム地域研究に関しては、山内が主催した中東中央アジア構造変動研

究会を今年度は次の通り計 4 回開催した。  

 

第１回 2023 年 6 月 23 日（金） 「蠢動する中東～イスラエル情勢を中心に～」

（池田明史氏 東洋英和女学院大学教授・学事顧問）  

第 2 回 2023 年 9 月 22 日（金）「 中東の秩序再編とサウジアラビア・イラン関

係 」（高尾賢一郎氏 中東調査会・研究主幹）    

第 3 回 2023 年 12 月 13 日（水）「共振する中東とウクライナ」  

（若林啓史氏 元在イラン、シリア、オマーン日本国大使館公使、早稲田大学地域・

地域間研究機構招聘研究員） 

第 4 回 2024 年 3 月 8 日（金）「パレスチナ／イスラエル：ガザ情勢と中東変動の
行方」（鈴木啓之  氏  東京大学中東地域研究センター・特任准教授） 

 

以上の研究会報告を本報告書の第一部とし、第二部にはトランス・コスモス財団助

成金を受けた研究成果を別添として追加する。研究所内コラムや新聞雑誌に出して

いる山内の著書、論文・エッセイ、中川の論説、論文である。 

他にも関連する成果は新聞各紙・雑誌『VOICE』『潮』において発信している。こ
れらについては分量が多いので、以下に示す 2023 年 4 月から 2024 年 3 月に至る私
の研究成果と業績に関わる電子データをご参照願いたい。 

 

http://yamauchi-masayuki.jp/ 
 

また、人件費は事務担当者の日当、研究会報告者（委員）への謝金などに充ててい

るところである。 
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 第一部 研究会報告  

Ⅰ「蠢動する中東～イスラエル情勢を中心に～」（第 1 回・2023 年 6 月 23 日） 

１．イスラエル内政の混乱 

2020 年 11 月に、この 3 年半で 5 回目になる総選挙が行われた。最終的な争点は

「ネタニヤフを好きか嫌いか」を反映した選挙になり、これが完全に国論を二分して

しまうこととなった。イスラエルの議会（クネセト）は、全国が一選挙区で比例代表

制であるため、非常に多様な意見が反映されやすい。しかし建国以来、安定多数取れ

るような単一の政党が出てこない状況が続いている。どの政権もすべて連立政権で

あった。去年 11 月までの 4 回の選挙では結局第 1 党になってもその連立に失敗して

連立政権ができず、選挙のやり直しが続いた。今まで何度も 60 対 60、とか 61 対 59、

いうような勢力的にほとんど拮抗していた状況であったが、この 11 月の選挙ではネ

タニヤフが率いるリクードが第一党となり、他の政党との連立形成に比較的早く成

功し、64 議席、つまり過半数を 4 議席上回り、与党が 64 で野党が 56 という議席差

になり、特に最近のイスラルでは珍しく安定多数を取ることになった。  

その第 6 次のネタニヤフ内閣の構成は極めて異例のもので、イスラエル建国史上

初めてと言われるように、中道とか、あるいは穏健右派とかいうのがほとんどなく、

極国粋主義とか宗教的ファナティシズムとみなされる政党がリクードの連立相手と

なった。 

突如このような状況が生まれたというよりは、イスラエルの社会が全体として右

の方に遷移していったといえる。かつては右翼右派と呼ばれている人たちが今中道

になって、これが極の陣営と対峙している状況である。かつては労働党、メレス、い

わゆる左派あるいはシオニスト左派と言われていた政党はほぼ勢力を失ったか、完

全に退場したか、どちらかになっている。したがって、この極の国粋主義、宗教的フ

ァナティシズムの政権に対する野党と言われているのは、中道右派のことを指し、か

つての政治配置とは相当に違っているので注意が必要である。  

今のネタニヤフ内閣は、主として 3 つの勢力から構成されていると考えられる。一

つは第一党になったリクードで、70 年代末から政権担当を何回もしてきた政党であ

る。現在のリクードの主張やイデオローグの言説を分析するといわゆるリバタリア

ンである。国家によるその権力統制を嫌う人々と、ネオコンのイデオロギーが支配的

であり、かつてのシオニズムのリビジョニズムからはかなり離れてきている。 

これに対して、「宗教シオニズム」が急速に勢力を拡張してきており、主として「ユ

ダヤの力」という政党と、「宗教シオニスト党」という政党がその中核を占めている。

「国粋主義的」なユダヤナショナリズムが、非常に極端な形を見せているといえる。

「ユダヤの力」を率いているのはペングビールで、右翼の強情主義的な、ヘイトクラ

ウドなどで何回も逮捕されている人物である。もう一つの「宗教シオニスト党」は、

同様に極めて強情的な宗教的国粋主義で、占領地のパレスチナ人はもとより、イスラ

エル市民であるはずのパレスチナ人に対しても、明示的にイスラエルの国家に忠誠

を誓わなければ叩き出してしまうというようなことを公言するような人たちである。

このような勢力が一つの陣営を作り、ネタニヤフと連携したという状況である。  

特にこの宗教シオニズムは、今回の選挙で票数を伸ばして、その数がなければネタ
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ニヤフ政権というのは崩壊するため、ネタニヤフとしては彼らの主張は無碍にでき

ない。 

さらにこれまでもリクードとともに来たユダヤ教の教訓的な超正統派の存在があ

る。本来は世俗主義のシオニズムで建国されたはずのイスラエルの国家であるが、こ

の主導理念である世俗的なシオニズムに対しては極めて否定的な感情を持っている

ある種のメシアニズムである。つまりイスラエルをユダヤ人国家ではなくユダヤ教

国家にしようとしている政党である。 

以上のように、色分けすると、このリクードと宗教シオニズムと、それからユダヤ

教超正統派と、この 3 つの陣営でその 64 議席という安定多数を確保したというのが

前回政選挙の結果となった。この 3 つは、内部でそれぞれ圧力を抱えているが、その

基本的には総合補完的で、ちょっとしたことで崩壊するような、例えば 1 年少し続い

た反ネタニヤフ政権、ヤイル・ラピドとは非常に構成が違っており、非常に大きなレ

ジリエンスを持っていると考えられる。 

 

２．イスラエル社会の不安定化 

1 月の新内閣発足時に、政治課題として、突如司法制度「改革」案を公表し騒然と

なる。 

3 つの陣営が互いに調整し内閣案として提出しているもので、それぞれの陣営が自

分に都合のいい制度や改革を盛り込んだものとなっている。 

最もイスラル社会を刺激したのは、三権分立が脅かされるのではないかとの懸念

であった。一つには、最高裁を含めて裁判所の判事の選任権を内閣と議会に独占させ

る。つまり司法が行政と立法に従属するとした「改革」で、二点目は最高裁が最終的

に下した判決に対して、クネセト（議会）が拒否できる。つまり「司法の有権的解釈

を認めない」との内容の法案であった。 

公表後は、すでに分断が進んでいたイスラエル社会、反ネタニヤフあるいは、選挙

ではネタニヤフあるいはその 3 つの陣営に投票した人たちの中でも、かなりの人々

が反対するという形で、1 月以降、毎週土曜日になると、各地で大規模なデモが行わ

れている。本発表時点で 24 週、25 週目に入っているはずで、3 月には、日本のマス

メディアでも伝えられた。  

 

３．イスラエル国防力への波及 

デモの影響はイスラエルの安全保障の枠組みにも及んできている。現役の兵士は、

舞台に配属されており、様々な拘束があるため、なかなかデモに参加できない。  

イスラエルの軍隊は基本的に予備役で編成されており、およそ 2、3 年の現役の招

集が終わると、男は 55 歳まで、女性は結婚するまでは毎年 1 か月以内の予備役招集

がかかり、訓練や実戦に投入される。  

イスラエルの軍隊は、現役兵によって相手が攻めてきた場合の即時対応をおこな

い、その間に予備役を総動員して、そして相手を押し戻すという基本的な構想から枠

組みが作られている。従って予備役が「軍の根」にあり、特に空軍のパイロットや、

8200 部隊とよばれるサイバー戦特化部隊、その他コマンドー（特別奇襲隊）におい
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て、予備役招集率が高い。  

特に現在、イスラエルはシリアに、イラン系の民兵や軍事組織などの定着を防ぐた

めに、定期的にシリアにおいて空爆を実施しており、その作戦への予備役のパイロッ

トの投入が常態化している。この予備役らがその反対デモに積極的に加わっている

という状況で、軍の指導層にとっては非常に大きな脅威となっている。  

パイロットらは、「司法改革したら自分たちはもう予備役の招集に応じない」と宣

言し、内閣に提出する行動まで起こしたという話も伝えられている。アメリカをはじ

め、欧米から批判が高まるなど、内外からの圧力にさらされ、3 月末にネタニヤフは、

同司法改革案を当面凍結するとしたが、撤回するとはせず、実質的には延期、先送り

であった。 

実際にネタニヤフは閣内に強硬派を多数抱えており、この司法改革案を「正面突破

しろ」との圧力を受けていたが、これをなだめる形で、数ヶ月の延期を発表し、現在

に至っている。その延期の期間中にヘルツォグ大統領が仲介者となり、与野党のリー

ダーらで、この改革案について再考することになっている。現状は以上のような状況

で、まだデモは様々な形で続いている。  

 

４．イスラエル抑止力の動揺 

司法改革案をめぐるイスラエルの状況については世界のメディアで報道され、中

東諸国から様々な反応が出された。イスラエル内部からもイスラエルの安全保障に

ついて、抑止力が動揺している事態を重く見た国防大臣がネタニヤフに対して改革

案の撤回を迫ったが、ネタニヤフは国防大臣を一旦は解任すると宣言した。  

しかしアメリカのバイデン政権は、ネタニヤフに対し、国防大臣の解任はイスラエ

ルの安全保障をさらに危うくするだけであり、国防大臣に対するアメリカの信頼に

ついて伝え、イスラエル国内の与野党双方からも批判されたため、ネタニヤフは解任

を撤回したが、首相と国防大臣の間には大きな溝が残ることとなった。  

もう一つの要素としてイスラエルのハイテク産業がある。イスラエルはこれまで

スタートアップを支援し、ハイテク産業を中心に安定した成長を続けてきたが、司法

改革が実施されれば三権分立が脅かされる可能性があるため、ハイテク部門から相

当程度の資本が流出しつつある。これまではイスラエルの政治的混乱は、経済が好調

であったために、あまり大きな問題とはならなかった。しかし、資本の流出はイスラ

エル社会の不安定化につながる。欧米諸国においては、ネタニヤフが訪問しても、ト

ップが会わないといった対応に出ている。バイデン政権は、ネタニヤフ政権が発足し

て半年が経過してもまだホワイトハウスに招待しておらず、これはこれまでのイス

ラエル歴代政権に対する対応のなかでは極めて異例であり、ネタニヤフも相当不満

に感じており、他の閣僚に対しても自分がホワイトハウスに行くまではアメリカの

主要閣僚と会談しないようにと言いだしているとまで伝えられている。  

オースチン米国防大臣がフランスのノルマンディー上陸作戦記念日に訪仏した際

に、イスラエルのガラント国防大臣も示し合わせて訪仏し、初めて両者が対面するに

至った。 
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５．イスラエルに対する武力攻撃 

例年ラマダン期間中には、イスラエルに向けてミサイル攻撃が行われているが、今

年 4 月のラマダン期間中には、非常に異例なことにガザのイスラーム原理主義組織

ハマス、レバノンのヒズボッラー、シリアのイラン系の軍事組織の三者が、それぞれ

3 つの方向から一斉にロケットミサイルが発射される事態が発生した。現実には死傷

者は出ず、多分に象徴的な攻撃ではあったが、南北 3 方向から実際に実弾が発射され

たことは、イスラエルにとって相当大きな衝撃となった。つまり、これらの攻撃の背

後にイランが調整役として存在しているからである。また、5 月にはガザから、ハマ

スとは別の組織であるパレスチナ聖戦機構が 5日のあいだに約 1500発のロケットを

打ち込んだ。これに対してイスラエルは予備役パイロットも招集し空軍による空爆

で反撃し、最終的にはエジプトの仲介によって一応の収まりをみせた。  

また、6 月にはエジプトの国境警備隊の兵士が、シナイ半島からイスラエルに侵入

し、哨戒ポストに立っていたイスラエルの現役兵士 3名を射殺する事件が発生した。

エジプト人兵士はその後イスラエルに射殺されたが、この事件もイスラエルの国境

警備が弱体化しているエビデンスとなっている。  

 

６．中東における友敵関係の変遷 

 イスラエルの抑止力の相対的な動揺は、中東における様々な友敵関係、敵味方関係

に影響を及ぼしているのではないかと考えられる。また、アメリカとの関係も弱体化

とまではいかなくとも、かなりほころびが目立つようになっている。  

 現在の中東における長期的な趨勢としては、アメリカは明らかに中東からインド

太平洋に軸足を移そうとしている。またイスラエルにおいて、これまでは主として経

済的関係の強化のみだった中国が政治的、外交的に存在感を強めてきている。さらに

はウクライナ情勢を背景に、ロシアとイランの関係が急速に強化されている。  

 このような背景の中で、イスラエルの抑止力は若干なりとも相対化されていると

いえる。前回のネタニヤフ政権時におこなわれたいわゆる「アブラハム合意」が、イ

スラエルの抑止力のある種の頂点であった。同合意に参加した UAE やバーレーン、

そして実際には黙認を与えていたサウジアラビアなど湾岸諸国もイスラエルもとも

に、イランに対する敵視に基づいてひとつの安全保障の枠組みを作ろうと考えてい

た。湾岸諸国はイスラエルの抑止力に期待をかけていたのである。  

 しかしイスラエルの抑止力のほころびとともに、湾岸諸国はイスラエルもアメリ

カも頼りにならないと判断した。サウジアラビアは中国の仲介でイランと国交回復

し、UAE も同様にイランと関係を正常化した。さらにはサウジアラビアの意思によ

り、5 月にはシリアがアラブ連盟に復帰を果たした。また 6 月には、互いに署名をし

たわけではなく紳士協定のような形ではあるが、イランとアメリカがオマーンにお

いて、現在完全に停滞しているイラン核合意について、それに代わる less for less と

呼ばれる「アメリカがその経済制裁を少し下げて、その代わりイランも核の兵器開発

を少し遅らせる、といったようなことを繰り返していきましょう」との合意をしたと

伝えられている。  

 従来ならば、イスラエルはこのようなアメリカとイランの「密約」には極めて激し
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く反発をするはずであるが、今回はそのような反発は一切なかった。ネタニヤフにと

っては、ここでアメリカとの間に新たに敵対的要因を作るわけにはいかないという

事情が見える。また自身の窮地からどう抜け出るかについて、ネタニヤフは自身の最

大の功績と考えているアブラハム合意の拡大、具体的にはサウジアラビアを引き入

れることを考えているのではないかと思われる。アメリカになんとかサウジアラビ

アとの間を取り持ってほしいと依頼したいとの思惑があるのではないか、そのため

にアメリカの怒りを買うことは避けたいのである。アメリカとイランとの「密約」は

あくまで公式のものではないので目をつぶるというところまで、ネタニヤフは追い

詰められているともいえる。  

 

７．まとめ 

 現在のイスラエルが抱える最大の問題は、強硬派のネタニヤフ政権であろう。同政

権内にはパレスチナ占領地の併合を声高に叫ぶ者がおり、ヨルダン川西岸のいわゆ

る入植地に居住する閣僚のなかにもそれを後押しする声が強い。スモトリッチ財務

大臣兼国防副大臣などはその一人である。極右とみなされるベングビール氏は、国境

警備隊を統括する国家公安相である。きわめて挑発的な行動をヨルダン川西岸地区

で繰り返し、反発したパレスチナ人が様々な形で異議を申し立て、場合によっては暴

力的な事件を起こすと、さらにそれを力で鎮圧する。勢いを得た他の入植者たちも

様々な形でパレスチナの村や人々を襲う、ということが繰り返されている。すでにナ

ブルスやジェニンなどでは、ほとんど内戦状態といってもよい暴力的状況が発生し

ている。最近でもイスラエル軍の装甲兵員輸送車両が道に仕掛けられた爆発物によ

って数名が負傷する事件が発生したところ、イスラエル軍はここ 20 年ほどは実施し

てこなかった武装ヘリの投入をおこない、ミサイルで鎮圧するなど、暴力の連鎖が広

がっている。当然ながら米国のバイデン政権は激怒し、黙認できない旨、駐米イスラ

エル大使に伝えたと報道されている。  

 さらに、発表の中でも説明した司法改革について、アメリカはイスラエルを中東で

唯一欧米同様の民主主義システムを有する同胞とみなしてきたが、もはや民主主義

国家ではなくなるのではないかと懸念している。この懸念はバイデン政権も、また他

の西欧諸国も明言している。  

 パレスチナ問題、司法改革、イラン・アメリの密約問題、イスラエルとサウジアラ

ビアの国交樹立の問題、これら４つの焦点、問題が今後の中東情勢を動かすのではな

いかと考えられる。  

 

Ⅱ「 中東の秩序再編とサウジアラビア・イラン関係 」（第 2 回・2023 年 9 月 22 日） 

米国の覇権国としての性格の弱体化、中国の覇権挑戦国としての台頭、これに伴う

世界各国  の外交戦略における多角化は、2010 年頃より指摘されてきた国際関係の

トレンドであり、中東地域にもその影響が見て取れる。最も顕著なものの一つは、過

去 10 年ほど展開してきた党派主義的な「封じ込め」型外交を改め、連携重視の「取

り込み」型外交に移行したサウジア  ラビアの動向であり、それはトルコ、イラン、

シリアとの関係改善の例からうかがえる。近年のサウジアラビアについては、「封じ
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込め」型外交の推進力であった米国との関係が弱まり、代わって同じく「取り込み」

型外交を展開する中国との関係が強まっているとしばしば  言われる。こうした域内

外の情勢、認識をサウジアラビアの地域外交戦略、とりわけ対イラ  ン関係の現状に

注目しつつ考察した報告である。  

 

1．「アラブの春」の清算 

（１）サウジアラビアにとっての「アラブの春」 

サウジアラビアにとって「アラブの春」は、体制の盤石ぶりを逆に示す非常に良い

好機となった。一方で、自国を取り巻く中東地域は非常に不安定化した状況に直面し

た。  

「アラブの春」を経て、何がサウジアラビアに警戒を強めさせたのかというと、主に

3 つある。一つはムスリム同胞団に代表されるイスラーム政治運動の高まり、そして
「アラブの春」から少し期間が空くが、「イスラム国」に代表されるこのイスラーム

過激派の伸長、そしてサウジ国内にまで及んだイランの拡張主義である。  

以下はこの三つの点について、サウジが注視した国々の一覧である。  

 イエメン②③、イラク②③、イラン③、エジプト（ムルシー政権  2012.6～ 2013.7）

①②③、カタル①、シリア②③、チュニジア①②、トルコ①、レバノン  ②③  

 

サウジアラビアは、①から③のどれかに当てはまる国々の動向を強く警戒してき

た。逆に、利害を共有した国々、関係・絆を深めた国々もある。UAE・バハレーン、、
シーシー政権（2012.6~2013.7）以降のエジプトにサウジアラビアを加えた 4 カ国はし
ばしばカルテットと呼ばれるが、エジプトは GCC（湾岸協力理事会）の加盟国では
ない一方で、GCC 加盟国であるカタルは上述の警戒対象の中に含まれている。サウ
ジとカタールは実際に国交断絶に至ったこともあった。  

 

（２）「封じ込め」型外交の展開 

例えば、カルテットの 4 カ国（サウジ、UAE、バーレーン、エジプト）を中心とし
たムスリム同胞団包囲網である。ムスリム同胞団はもちろん、これを支援するカタル、

トルコとの関係が悪化。そして、イランとその協力国、および過激主義組織の包囲網

である。イランと緊密な関係にあるシリアに関してはアラブ連盟の資格を停止した

（最近回復した）。サウジアラビア主導の対テロ軍事同盟は十分に機能はしていない

が、そこに加盟か否かという点が重視された。つまりサウジアラビアの視点では、自

国と組むか否かが、世界のイスラーム諸国に対する「踏み絵」であった。また、2016
年、サウジアラビア、バーレーン、モロッコ、スーダンがイランと断交したが、カル

テットの残りの 2 国 UAE、エジプトは完全断交までは至らなかった。  

さらに 2015 年以降今に至るまで続いているイエメン戦争で、イランに対するさらな
る警戒は一層の高まりを見せた。  

 

（３）「封じ込め」型外交の終焉 

前述の①イスラム政治運動、②イスラム過激派、③イランの拡張主義の問題が徐々
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に解決につれ、「封じ込め」型外交の必要性が低下した。  

とりわけ、①イスラーム政治運動である。エジプトで同胞団ナンバーツーの逮捕を

はじめとして、ムスリニ同胞団は凋落著しく、警戒の必要性が低下した。ただ、イス

ラーム過激派、特に「イスラム国」のような広域的なイスラーム過激派の掃討を進め

る上では、「封じ込め」よりも、国家主体との連携が必要である。少し視点を変える

と、2021 年以降コロナ禍からの経済回復を進める必要がある中で、自国を開くだけ
でなく、他国とつながりを持つことで政治的なロックダウンのような状態を打破す

る必要がある。特に、カタルとは断交状態が続いていたが、コロナ禍による GCC 全
体での経済回復を図っていく上では、カタルとの物流再開、人の往来の再開も必要で

ある。  

また、ある種の米国疲れのようなものがこの時期のサウジにあった。2020 年前後
の米国においては、トランプ政権がサウジに親イスラエル反イラン姿勢を求めてき

た。トランプはサウジにリーディングポジションを任せるというよりは、自らが地域

秩序のイニシアチブを取ろうとしたが、サウジにとっては自国が望むような介入を

米国がしてくれるわけではない。そのようなトランプ政権とサウジの間では、安全保

障における青写真の違いがかなり鮮明化することとなった。「封じ込め」型外交の終

焉しつつあった 2020 年から 2021 年の間に米国離れ、あるいは米国疲れのようなも
のが、サウジには見られたのである。  

その結果、2021 年の 1 月、ウラー宣言によって、カルテットの各国がカタルと国
交を回復し、カタルのパートナーであるトルコとの関係改善にもつながる。トルコは

中東、湾岸諸国とも関係改善に向かっている。2023 年の 3 月には、サウジはイラン
との国交回復合意を果たした。また 5 月には、シリアのアラブ連盟復帰がサウジアラ
ビアで開かれた連盟総会の中で正式に決まった。  

 

２ 域外大国との関係再編 

（１）「米国離れ」は本当か 

アラブ諸国と大国との関係には徐々に変化し、米国離れ、そして中国との接近であ

る。アラブ諸国はオバマ政権への不信感を抱いていた。一方で次のトランプ政権はオ

バマ政権とは違い、サウジアラビアが望むような、サウジアラビアの敵を封じ込める

ような動きを見せてくれ、一見すると足並みが揃っているようにも感じられた。しか

し、トランプ政権の中東への干渉は、あくまでも自国及びイスラエルの国益の観点に

立ったものである。例えば 2020 年の 1 月に、イラン革命司令隊の司令官が爆殺され
た。これはイランを牽制する意味ではサウジアラビアからすると悪くはない話だが、

ただ少しやりすぎの面があった。サウジにとしては、そこまでイランを追い込みたく

はない、追い込んだらとんでもないことになることが当然わかっているからである。

サウジには、トランプ政権のイランへの強硬姿勢に対する困惑が見られた。  

そして、次のバイデン政権はジャーナリストのジャマール・カショギ氏がトルコで

殺害されたことに関してムハンマド皇太子を批判し、イエメン戦争を念頭において

武器の対サウジ禁輸措置を取った。トランプ政権とは違い、バイデン政権は人権民主

主義を強く掲げる外交方針を取ったため、サウジとの間で解決の道筋が立たない利
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害の不一致が明らかとなった。人権民主主義をサウジに求めても仕方がないのであ

る。埋まらない溝をあえてバイデン政権は出してきたことと並行して、トランプ政権

の時代、米国がエネルギー輸出国に転じたことによって、サウジと米国の互恵関係は

弱体化した。  

 

（２）「中国・ロシアへの接近」は本当か 

 アラブの春以降、この過去 10 年ほどのサウジと中国、ロシアの関係についてであ
るが、米国への不信感が募っていくのと並行して、中国・習近平国家主席そしてロシ

ア・プーチン大統領、2014 年には BRICS のインドのモディ首相と「強い指導者」が
表舞台に出てきた。中国、ロシアはいずれもサウジの観点からは、ある一面において

は強力なウィンウィン関係を築くことができる相手である。  

まず中国に関しては、サウジの原油輸出の最大のパートナーである。中国の一帯一

路政策とサウジビジョン 2030 経済マスタープランにおいて、サウジのマスタープラ
ンのカウンターパートが中国であった。  

ロシアに関しては、OPEC プラスの枠組を通して、原油価格の調整に協力できる相
手である。さらにロシアは 2015 年にシリアに軍事介入した。当初、サウジはロシア
の軍事介入について表向きには、シリアの状況、シリア情勢をより不安定なものにさ

せると批判したが、実際にはサウジにとっては悪い話ではなかった。その理由は、シ

リア内戦が進む過程でシリアにおけるイランの影響力が非常に強くなっており、サ

ウジにとっては好ましい事態ではないため、イランの存在感を薄めるという意味で、

ロシアがシリアを支援することは実はサウジとしてはマイナスばかりではなかった

のである。つまり、カウンターバランスの役割をロシアは担ってくれるといえる。  

さらにサウジアラビアにとっては、基幹産業であるエネルギー分野で中国・ロシア

はウィンウィンの関係にある。かつ、中国・ロシアは米国との競合国になるので、米

国との足並みに気を遣う必要はない。その意味では非常に付き合いやすい相手であ

る。人権や民主主義の理念で付き合う必要はこの 2 国に対してはない。むしろ、非常
に実利を優先したプラグマティックな関係にある意味では終始できる 2 国で、サウ
ジからすると、アメリカのように振り回される相手ではない。  

 

（３）米・中・露の役割の再編 

サウジアラビアの中でアメリカ、中国、ロシアの役割や位置づけがリバランスされ

てきたといえる。このサウジのリバランスには、米国がアジアシフトのリバランス政

策を掲げていることが影響していると考えられる。  

サウジのリバランスの概要は、米国は軍事・安全保障面で、中国は経済面で、そし

てロシアはエネルギー面でと役割分担の明確化をある程度進めた点にある。今の状

況は、サウジの米国離れ、そして中東における中国の米国に対する勝利というわけで

は必ずしもない。中東においては米国のプレゼンス低下、中国のプレゼンス向上は確

かである。また中東における米国の負担を減らすことにもなり、むしろアジアへのシ

フトを図る米国にとっては好都合ともいえる。  

他方で、米国依存は「時代遅れ」ないし自国ファーストにとっての妨げであるとの
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感覚がサウジ初め、中東全般で強まっていることは確かである。2022 年 2 月に始ま
ったロシアのウクライナ侵攻ではこの傾向が顕著に表れ、欧米にとってはサウジや

他の中東諸国は「ロシア寄り」であると映った。  

実際には、サウジにとって軍事安全保障面でのパートナーとなれる国は米国を差

し置いて他にはない。しかしサウジとしては、「サウジを大事にしてくれる国は米国

だけではない」と見せ、米国との関係を有利に働かせる意味で、外交戦略の多角化が

重要となっている。  

 

３ 「国際社会」の多様化 

（１） グローバルサウスへの関心 

前述のような「外交戦略の多角化」の文脈で、サウジは中央アジア、アフリカ、東

南アジア、カリブ海等々へのアプローチを活発化させている。中央アジアに関しては

輸送回廊、アフリカに関しては食料安全保障といった特定の強みがありつつ、より緩

やかで、潜在性も見込んだ上で全方位的な外交を展開している。  

また、特定の国とのバイ（2 国間）の関係を強めていくよりはむしろ地域を意識し
た関係構築を進めている。中央アジア諸国を招いての GCC・C5（ウズベキスタン、
カザフスタン、キルギス、タジキスタン、トルクメニスタン）サミット（2023．7 於
ジェッダ）、アフリカ連合（AU）の G20 常任メンバー入りの支持や AU 連合総会へ
の参加（2023.7 於ナイロビ）、ASEAN との友好協力条約（TAC）締結（2023.7 於
ジャカルタ）、カリブ諸国連合（ACS）閣僚会合への参加（2023.5 於グアテマラ）な
どである。どの地域共同体においてもサウジ、はじめ湾岸の中東の国々が恒常的に顔

を出し、具体的なアジェンダがない場合でも、関係継続を図っている。  

加えて、例えば、サウジアラビアは 2030 年の万博開催に立候補しており、結果は
11 月に決まる予定であるが、多くの国からの支持が必要な国際的イベントに取り組
んでいることとも連動している可能性がある。ただ、万博結果が出る 2023 年 11 月以
降でも、当然のことながら全方位的外交が終了するわけではない。  

 

（２） BRICS への加盟（予定・研究会開催時現在） 

正式な BRICS 加盟が翌年 1 月に予定されている。しかも、BRICS が加盟を招請し
た形をとっている。この招請を最終的に受けるかどうかの権利はサウジアラビアの

側にある。  

2011～2014 年にかけて、BRICS の 5 カ国がサミットに揃い、共通の「財布」とし
て新開発銀行（NDB）の設立合意に至る等により、BRICS は、単なるゴールドマンサ
ックスの会長が呼んだ総称ではもはやなく、実体化したといえる。  

この期間に、実権を握った習近平、プーチン、モディのリーダーシップが、サウジ

と中・露・印との関係強化の推進力となった。一方ブラジルと南アフリカは、まだこ

の中東進出自体が途上にあると言える。  

2023 年 8 月の BRICS サミットで、サウジ、アルゼンチン、イラン、エジプト、エ
チオピア、UAE に対する加盟招請が決定した。新しく招請した 6 カ国のうち 4 カ国
（サウジ・イラン・エジプト・UAE）が中東の国々であり、いわゆる中東の有力国を
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BRICS として自陣に加え、かつすでに UAE とエジプトは新開発銀行のシェアホルダ
ーになっているように、BRICS としてはサウジとイランに対しても同様の期待があ
ると思われる。  

 

（３） 全方位的外交に見る青写真 

プラグマティズムに基づいた対外関係の多角化という方針を、サウジと BRICS は
共有している。理念で対立する国の孤立なり封じ込めを積極的に行って、限られたメ

ンバーでの特権的な国際社会を形成していく米国、G7 の覇権の在り方とはむしろ逆
である。  

国際社会におけるロシアの孤独が指摘されることも多いが、中東から見れば、孤立

しているのはロシアを孤立させようとしている人たちの方であると考えている。ロ

シア・イラン・シリアなど、サウジは、米国・欧米諸国が孤立させようとしている相

手国を拾い、関係を持つことに意義を見出している。但し、サウジが欧米諸国との関

係を悪化・軽視することはなく、むしろ BRICS 加盟が今後の欧米諸国との各種交渉
におけるカードとなることを期待していると思われる。サウジが BRICS の枠組み自
体を加盟後にどう活用するかについて、現時点では具体的な構想があるのかどうか

は不明である。差し当たり、欧米主導の「国際社会」とは別のプラットフォームとし

て活用できることを期待しているのかもしれない。  

サウジ自体も、欧米が作ったものとは別のプラットフォームとなることを目指し

て、実際その役割を担っている。2023 年 10 月 ASEAN・GCC サミットがサウジのリ
ヤドで行われる。また、中央アジア諸国とのサミットも行った。サウジアラビアは自

国が新しいグローバルサウスの外交のハブとなることを目指している。  

 

4 対イラン関係の現状と今後 

（１）国交回復への軌跡 

サウジ、イランの国交回復は、2021 年 4 月以降、イラク・オマーンで協議された。
サウジはカタル、トルコと関係改善を進め、イランは大統領選挙を控え、かつ核合意

再建協議中というタイミングであった。サウジとカタールの間では、その 3 か月前の
1 月にウラー宣言で、国交が回復しており、それまでの「封じ込め型」外交から「取
り込み型」外交に転換する流れの中で、イランとの国交回復の話が浮上したのであっ

た。  

協議を肯定的に評価したイランとは対照的に、サウジ側の協議への肯定的評価は

目立たず最重要課題であるイエメン戦争の政治的解決に向けたプロセスも膠着した

もままであったが、2023 年 3 月に中国を仲介役として国交回復の合意が成立した。
サウジ側はこの合意を「北京合意」とも表現し、中国にいわば花を持たせた。  

同合意について、協議同様にイランは大々的に宣伝（かつて米国と緊密な関係にあ

ったサウジが自分たちと手を組んだということを、米国に対する当て付けのように、

自分たちの勝利であり、この勝利はサウジに対してではなくて、欧米に対しての勝利

であるとの宣伝）をしたが、サウジは「合意によって二国間の違いがすべて解決され

るわけではない」と慎重な姿勢を見せた。  
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 同合意成立後、2023 年 6 月から 8 月にかけて一応双方の在外公館は業務を再開
した。また 8 月にはサウジのムハンマド皇太子がイランのアブドゥルラヒヤーン外
相とジェッダで会談し、国交回復が「安定期」に入ったといえる状況にきたのではな

いかと判断している。  

 

（２）国交回復後の課題 

 イランとの国交回復の最重要の「副産物」はイエメン戦争の終結であったはずであ

るが、国交回復以降、あまり進展がなかった。国交回復合意の翌月である 2023 年 4
月に、サナアでフーシー派政治部門トップと協議（オマーンが仲介役として参加）し

たが、成果は以前から決定済みであった囚人交換の実施のみであった。  

 その後、今年（2023 年）の夏に、国際社会が注目していたイエメン沖の老朽タン
カー「セイファー号」には 100 万バーレルの石油が放置されていたが、その回収作業
の終了を UNDP が発表しており、イエメン情勢が少なくとも以前よりは落ち着いて
きていることの証である。  

 当面の目標は、2022 年 10 月に期限を迎えた停戦合意の再発効である。一方で、停
戦合意が延長されなかった主たる要因であるフーシー派の貿易拠点フダイダ港の封

鎖継続に関しては新たな動きは見られず、サウジ、国連、米国は合意していない。  

サウジとしてはフーシー派との敵対的共存を前提に交渉を進めていきたいが、イエ

メン国内のフーシー派と暫定政府（サウジ側の勢力）、また暫定政府内の権力文友が

不透明である。  

 2023 年 8 月にはジェッダで、フーシー派の代表団とサウジの国防大臣の協議が、
オマーンの仲介で実施されたが、今後どのように具体化するかは不明である。  

 

（３） イランとの国交回復合意が示したもの 

イランとの国交回復合意が示したものをより広い視野でみると、「アラブの春」以

降 10 年ほどの間に生じた域内の緊張緩和に、サウジが積極的に取り組んでいること
を内外に示す非常に明確なサインであり、米国やイスラエルが望んだ党派主義的な

地域外交が続くことへの疲れといえる。  

今日のサウジ外交が、米国や欧米主導の「国際社会」との足並み一致を必ずしも優

先的な行動原理とはしないことのアピールであり、サウジが折に触れて述べてきた

「地域を優先した外交」の反映である。  

現在のサウジの外交の在り方は、プラグマティズムを優先した関係構築、地域秩序

の形成であり、イランとの国交回復合意の仲介役を中国に付与したのは、責任の分散

ともいえる面を持っている。その後、イラン外相のサウジ訪問の際、ムハンマド皇太

子が出てきたというのは、サウジのオフィシャルな立場として、ハイレベルな事案と

してイランとの国交回復が進んでいることを示す。責任を分散する必要もなくなっ

てきたわけである。イランとの国交回復とは、サウジにとっては、単なるイランとの

関係改善に止まらず、「アラブの春」の清算という意味を持ち、また周辺諸国との連

携強化を意味する。つまりアメリカへの依存を通して、周辺諸国の中で、地域の中で

この封じ込め外交を展開するのではなく、むしろ周辺諸国を取り込んでいくような
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外交を、米国との足並みに必ずしも振り回されずに自分たちの主導でやっていくの

だというようなことのアピールである。それによって地域の安全保障環境を自分た

ちが整備していく。その結果、国際社会は今よりも多様化していくだろうし、自分た

ちが担っていくのだ、というアピールである。  

 

５ まとめと展望 

サウジにとって、米国は軍事・安全保障面における重要性を依然有している。その

証拠として、イエメン戦争またスーダン内戦といった米国案件、国連案件といったも

のも存在している。米国離れとよく言われるが、米国との関係を切ることでは決して

ない。米国のリバランス政策にとって、サウジの一定程度の「自立」は好都合であり、

ムハンマド皇太子がそうした功績を積み重ね、サウジがより広域に影響力を発揮す

るパートナーとなることもプラス材料である。  

他方、サウジがイランと国交回復したことは、米国にとって、サウジ同様、あるい

はサウジ以上に重要なパートナーであるイスラエルを落胆させた出来事であった。

サウジイスラエルの国交正常化という外交成果を上げたいネタニヤフ政権にとって

の障害となった。  

それだけにイランとしては対サウジ関係を非常に慎重に進めている。イランが BRICS
加盟を、米国の単独覇権や欧米支配の崩壊とアピールするのとは対照的に、サウジと

の関係回復についてはあえて対外的にアピールせず、挑発的な刺激的な発言をイラ

ンが控えているのは、むしろイランがサウジの立場を非常に理解しているからと思

われる。  

 

Ⅲ「共振する中東とウクライナ」（第 3 回・2023 年 12 月 13 日） 

 

１．本報告の概要 

2022 年 2 月以降のウクライナ紛争と、2023 年 10 月以降のガザ地域を焦点とする
紛争は、欧米と露中を両極として分断が進行する国際環境の中で併行しており、両紛

争の通観が必要である。また、中東地域には、多数の事例に基づく戦略・戦術に関わ

る知見の蓄積があり、これらを参照すれば、ウクライナ紛争についても新たな見方が

浮かび上がる。  

 

（１）ウクライナ紛争とガザ紛争の背景 

今次のウクライナ紛争は、「ロシアによる侵略」から始まり、ガザ地域の紛争は、

「ハマースによるテロ攻撃」で始まったとの言説は、それぞれ、ウクライナとイスラ

エルへの支持を正当化している。ウクライナ紛争には、「ロシアによる侵略」以前の

経緯があり、ガザ地域の紛争には、「ハマースによるテロ攻撃」に至る背景が存在す

る。ところが、両紛争をより客観的に分析しようとする試みは、ロシアやハマースの

責任を曖昧にし、彼らを利することになると排斥される。しかし、軽々に一方当事者

に荷担することなく、裁判官のような立場で紛争の理解に努めるのが、専門家として

本来必要な態度ではないだろうか？  
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（２）両紛争と関係諸国の対立構造 

両紛争を巡る大国間の対立構造、さらに中東諸国の立ち位置を比較すると、共通点と

相違点が観察される。相違点に関しては、いかなる政治的力学で発生したかを考察す

る。  

（３） 中東史に現れた戦争の諸相 

ウクライナ紛争の報道・解説に際し、「ハイブリッド戦争」という概念が広められ、

これが「ロシアの新しい国家戦略」と紹介された。しかし、「ハイブリッド戦争」の

構成要素は、すでに中東の累次の戦争において出現しており、これらを組み合わせた

戦略は、米英がロシアなどより先に開発し、実戦投入している。  

 

２． ウクライナ紛争の歴史的背景 

（１）「トリミング」と「ラベリング」 

写真を撮影し作品化する際、必要な部分のみを拡大して全体とする手法をトリミ

ングという。  

ウクライナ紛争に際し、全ての発端を 2022 年 2 月の「ロシアによる侵略」に設定
することは、政治的なトリミングである。それ以前の背景を詮索すると、「プーチン

の代弁者」とのラベルを貼られる。受け容れたくない指摘を、敵に結びつけるラベリ

ングも、多用される論争の道具である。これらは、情報・心理戦争の武器として応用

されている。  

（２）「キエフ・ルーシ」まで遡る 

「キエフ・ルーシ」は、ロシアとウクライナの共通の先祖である。その頃は、プー

チンもゼレンスキーも生まれていなかった。①キエフ・ルーシのヴラディーミル大公

（在位 980-1015）は 988 年、正教会の洗礼を受け、東ローマ皇帝の妹を娶った。②
1240 年、モンゴル軍がキエフを占領、キエフ・ルーシの全領域を征服した。③13 世
紀以降強大化したリトアニアは 1251 年、カトリックを受容した。④1386 年、リトア
ニアとポーランドは同君連合を形成した。⑤13-14 世紀、ミンスク公国（現ベラルー
シ）とキエフ公国は、リトアニア・ポーランド連合の勢力下に入った。⑥1480 年、キ
エフ・ルーシを構成していたモスクワ大公国がモンゴルの支配から脱した。キエフ・

ルーシの一部であったミンスク公国とキエフ公国は、正教世界とカトリック世界の

争奪の場となった。⑦1596 年、リトアニア・ポーランド連邦内の正教会信徒を、ロ
ーマ教皇に帰順させ、「ウクライナ・カトリック教会」に再編しようとする「ブレス

トの教会合同」が実行された。⑧ロシアは、17 世紀以降の戦役でウクライナとベラ
ルーシを版図に収めた。これらの歴史は、一昔前まで、ロシア人のみならず、ウクラ

イナ人も当然と受け取っていた。  

（３） 「マイダン革命」は、市民革命か？ 

2014 年の「マイダン革命」については、外国情報機関や特殊部隊の関与、ウクラ
イナ国粋主義者の武装勢力化など、美化しきれない側面があり、欧米報道でも指摘さ

れたことがある。  

 

３．ガザ地域の紛争の背景 
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（１）ナショナリズムの二つの政治表現 

20 世紀、中東諸国では英仏、あるいは米ソの支配から脱却しようとする政治運動
が発生した。その中には、世俗的ナショナリズムの形式をとる潮流と、イスラーム回

帰運動の形式をとる潮流の二種が存在した。世俗的ナショナリズムは、オスマン帝国

時代に遡る。欧州からもたらされた啓蒙思想や民族主義が、オスマン帝国のタンズィ

ーマート改革として受容され、近代化と同時に統治の世俗化が模索された。ムスタフ

ァ・ケマルによる軍人主導の世俗的ナショナリズムは、エジプト革命などを経てアラ

ブ世界に拡がった。イスラーム回帰運動も同様に古く、アラブ世界では 1928 年、エ
ジプトで結成されたムスリム同胞団が一つの典型となった。  

 

（２）ハマース：育ての親はイスラエル 

英委任統治下のパレスティナでは、アラブのナショナリズムは、アミーン・アルフ

サイニーら、イスラームに立脚する指導者に率いられていた。ムスリム同胞団は 1946
年、パレスティナ支部を組織した。第一次中東戦争に際し、ムスリム同胞団は聖戦を

宣言してイスラエルと戦ったが、その後占領当局と事を構えぬ方針に転じた。1950 年
代、パレスティナの同胞団はナーセル大統領らの世俗的ナショナリズムとは、甚だ折

り合いが悪かった。1976 年以降、同胞団の敵意は、「反イスラーム的」PLO に向けら
れた。イスラエル政府は、同胞団を PLO への対抗勢力と認め、放任から育成に政策
変更した。1987 年、パレスティナの同胞団は、「ハマース」を結成した。しかしハマ
ースは 1989 年以降、イスラエル政府と急速に対立を深めた。  

 

（３） 強靱化するハマース 

2004 年、イスラエル軍はハマース創設者アフマド・ヤースィーンを殺害、翌月に
は後継者ランティースィーを殺害した。しかしハマースは弱体化せず、2007 年には
ガザ地域の実権を握った。ガザ地域では、2008 年末と 2012 年、2014 年にイスラエル
軍との衝突が発生、パレスティナ側は多数の犠牲者を出した。しかし、ハマースは逆

に支持を拡大、強靱化に向かった。  

 

４． 「アラブの春」と二極化 

（１）「国際社会の二極化」を認めるか？ 

2017 年 12 月、トランプ政権は「国家安全保障戦略」を公表、アメリカの国際的優
位を脅かす「現状打破勢力」（revisionist powers）として中国とロシアを、中東域内の
「ならず者国家」（rogue state）としてイランを、「国境を超えた脅威」（ transnational 
threat）としてジハード主義テロ集団を名指しした。バイデン政権が 2022 年 10 月に
公表した「国家安全保障戦略」は、「ならず者国家」などの表現は用いないが、同様

の発想に立っている。一極体制の国際社会であれば、このように明確な価値基準が存

在する以上、結束してウクライナとイスラエルを支持しなければならない道理であ

る。しかし、実際はそうなっていない。これを、二極化の現実と捉えるか、「国際秩

序の堅持」を訴えるかは、大局観によって異なってくる。  
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（２） ウクライナはロシアの急所 

二つの紛争は、「政治的トリミング」により、相互の関係が見えにくくなっている

が、実際は地下茎でつながっている。歴史的には、クリミア戦争が先例となる。パレ

スティナのキリスト教聖地での列強間の勢力争いが過熱、ロシアに宣戦布告したオ

スマン帝国を英仏が支援した。その際、ロシア軍を掣肘する急所として攻略されたの

がクリミア半島であった。  

 

（３） 「アラブの春」が二極化の始まり 

「アラブの春」は、シリアまで拡大して膠着状態に陥った。イランとロシアは、「ア

ラブの春」を、民主化を口実とした欧米の策謀と理解、シリアのバアス党政権が倒れ

ると、次は自国がターゲットにされると危惧した。中国もロシアの懸念を共有し、背

後から支えた。中東における均衡を打破すべく、欧米がロシアの介入を妨害する急所

として選んだのがウクライナであった。２０１４年の「マイダン革命」は、「アラブ

の春」や東欧革命類似の民主化を装っているが、実際は武装代理勢力や外国情報機関

が暗躍するクーデターであったと考えられる。  

 

５ 二つの紛争と関係諸国の対立構造 

（１）ウクライナ紛争の場合 

ウクライナ紛争を巡る「認知戦」において、欧米は「ロシア対ウクライナ」の戦争

との認識を浸透させている。しかし実態は、NATO がウクライナの武器弾薬／訓練／
軍事情報／情報・心理戦争の各分野で全面的な支援を行っており、「ロシア対 NATO」
の戦争であると見て差し支えない。ただし、ロシアと NATO は、直接相手を攻撃しな
い、戦闘地域をウクライナに限定するとのルールは厳守している。これは、1979 年
のソ連によるアフガニスタン軍事介入に対し、アメリカが CIA を通じてアフガニス
タンの「自由の戦士」を支援した事例と同様である。中国は、突出しないよう振る舞

っているが、ロシアと一蓮托生であろう。中東諸国は、イランが明確にロシアの側に

立ったのに対し、トルコは仲裁のポーズ、アラブ諸国は概して模様見であった。むし

ろ、アメリカの主導する、イラン包囲網の構築が顕著であった。  

 

（２） ガザ紛争の場合 

イスラエルとアメリカが、「ハマースによるテロ攻撃」を厳しく非難、G7 諸国が同
調した。中東諸国は、濃淡はあるが、概ねハマースに同情的である。これは、①ハマ

ースがテロ集団との主張をアラブ諸国は受け容れず、アラブ・ナショナリズム、ある

いはパレスティナ抵抗運動の一形態と理解、②ハマースによる抵抗が、2005 年のイ
スラエルによるガザ地域撤退を実現させたとの評価、③2023 年の衝突を、それ以前
のハマースとイスラエル軍の数次にわたる衝突の延長と認識、④イスラエルが、ハマ

ースはパレスティナ人を代表しないと主張する一方、民間人への無差別攻撃を継続

している矛盾、などを理由とするのであろう。露中は、即時停戦を訴え、中東諸国の

自陣営への引き寄せを図っている。イランは、ガザ紛争への直接の関与を否定するが、

ハマースとは水面下で調整している。また、イランの影響下にあるヒズボッラーやホ
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ースィー運動は、ハマースと連携している。2023 年に入り、厳しく対立していたサ
ウジアラビアとイランは、急激に関係改善に向かった。アメリカ・イスラエルが推進

してきたイラン包囲網は、事実上破綻した。  

 

６ 両紛争を巡る対立構造の共通点と相違点 

（１） 共通点 

両紛争を巡る域外大国の対立構造は、欧米を一方、露中をもう一方とする点で共通

である。  

冷戦終結後、対テロ戦争の時代まで、欧米とロシアは協力、ないしは少なくとも目

立った対立関係にはなかった。東欧諸国の「民主化」により、親欧米政権が誕生して

も、それらが旧ソ連の領域外である限り、ロシアの反応は抑制されていた。しかし、

「民主化」が 2003 年にグルジア、翌年にウクライナに及ぶと、ロシアは代理勢力や
情報機関の活用など、間接的手段で対抗した。  

ロシアが「民主化革命」の背後に、欧米による勢力拡大の策謀があると確信を抱い

たのは、「アラブの春」が契機であると推測される。2011 年 12 月、ロシア下院選挙
の結果に不満を抱いた群衆が大規模な抗議活動を起こし、ロシアは自国が標的にさ

れていると懸念した。  

イランも同様であり、2009 年の大統領選挙の結果に不満を抱いた群衆の抗議は、
欧米の煽動によると判断したのであった。  

 

（２）相違点 

ウクライナ紛争においては、ロシアと NATO が、ゼレンスキー政権という代理勢
力を介してはいるものの、紛争当事者の立場にある。一方、ガザ紛争においては、イ

スラエルが欧米、特にアメリカの代理勢力との役割を崩していないが、その相手側は、

過去四次にわたって戦ったアラブ諸国ではなく、ハマースという非国家主体である。

ハマースは、ヒズボッラーやホースィー運動と共に、イランの代理勢力と目されてい

る。今次ガザ紛争は、欧米とイランの代理勢力の激突という様相を示している。  

ウクライナ紛争に関し、中東諸国の態度は様々であった。むしろ、対イラン包囲網

の観点から、イランの支援を受けるロシアとの距離を置く動きもあった。しかし、中

東の諸問題の根源にあるパレスティナ問題が改めて焦点となり、中東・イスラーム世

界を分断する試みは、一挙に色あせてしまった。その意味では、露中・イランの思惑

通りに事態は進行している。  

 

７ 「ハイブリッド戦争」の本家 

（１） 「ハイブリッド戦争」の源流 

軍事思想は、大戦争と共に変化している。第一次世界大戦まで、優勢な火力で敵に

損害を与えることを重視した「消耗戦」が主流であった。第二次世界大戦でドイツは、

迅速な行動で敵の弱点に攻撃を集中する「機動戦」を発展させた。湾岸戦争、対テロ

戦争の時代を経て、軍事行動の対象は、正規軍のみならず非国家主体に拡張した。  

米軍は 1990 年代、非伝統的分野を含む多元的な作戦運用を模索した。「ハイブリッ
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ド戦争」という単語は、2009 年、米海兵隊ホフマン中佐の論文「ハイブリッド戦争
と挑戦」が初出とされる。しかし、イラクやレバノンでの紛争を教訓として、複合的

脅威に複合的作戦で対処する発想は、それ以前に遡ることができる。「ハイブリッド

戦争」の概念は、2010 年に米国防長官が米議会に提出した「四年毎の国防政策見直
し」に反映された。同年の英国防省「戦略情勢構想」は、「ハイブリッド戦争」に相

当する戦略を、「介入が不可避になった際は、秘密秘匿手段のみならず、代理勢力や

電磁的攻撃の活用により、行為者は距離を保つよう努めるものとする」と要約、①特

殊部隊の極秘作戦、②地域の代理武装勢力、③情報・心理戦争の三本柱により、当事

者ではない外観を維持しながら、軍事介入を行う方針を示した。  

 

（２） 「ハイブリッド戦争」はロシア製？ 

米英は、「ハイブリッド戦争」を理論的に深化させただけでなく、「アラブの春」の

混乱に乗じ、リビアのカッダーフィー政権や、シリアのバアス党政権に介入した際、

英国防省「戦略情勢構想」さながらの「ハイブリッド戦争」を展開した。米英のお家

芸である「ハイブリッド戦争」は、いかにして「ロシアの新しい国家戦略」にすり替

わったのだろうか？  

「ハイブリッド戦争」をロシアの発案と指摘する専門家は、2013 年のゲラシモフ
露参謀総長の講演録「科学の価値は洞察力にあり」を引き合いに出す。しかし、原文

を見ればわかるように、ゲラシモフは「『アラブの春』は戦争ではない、というのは

簡単だが、…逆は真なりで、これらは 21 世紀に特徴的な戦争なのだ」と、欧米の新
戦略を解説するに過ぎない。  

 

８． 中東史に現れた戦争の諸相 

（１） 古く新しい「ハイブリッド戦争」 

「ハイブリッド戦争」を構成する各分野は、歴史の長いものが多く、近年の中東で

の実戦に、既に投入済みのものが多い。「ハイブリッド戦争」の概念を提唱したホフ

マン中佐は、これを現代戦に特有な戦略と理解し、過去の正規軍と不正規軍の同時運

用などを、「複合戦争」と呼んで「ハイブリッド戦争」と区別した。「ハイブリッド戦

争」は、異分野の作戦の併用に留まらず、それらの作戦を融合する新段階と論ずるが、

両者の質的な区別は難しいだろう。  

 

（２） 代理武装勢力 

1980 年代アフガニスタンの「自由の戦士」、「アラブの春」における「自由シリア
軍」、活動中の集団としてはヒズボッラー、ハマース、ホースィー運動など、多数存

在する。非国家主体に限られるものではなく、イスラエルやウクライナ現政権は、域

外大国に支えられる代理武装勢力と見ることも可能であろう。  

 

（３） 非正規軍事組織 

非正規軍事組織は、クリミア戦争以前からあり、オスマン帝国の「バシボズク部隊」、

ロシア帝国の「コサック部隊」は、それぞれ敵の後方攪乱など、遊撃を担う非正規部



19 
 

隊であった。これらを民間企業化した現代的形態として、イラク戦争で汚れ仕事を請

け負ったアメリカの「ブラックウォーター」（旧社名）、ウクライナで活動したロシア

の「ワグネル・グループ」などが挙げられる。  

 

（４） 情報・心理戦争 

敵の行動を非難する「残虐性宣伝」は、古くから存在する。「ハイブリッド戦争」

の時代、「戦時」と「平時」の違いは消滅、「敵」・「味方」・「第三者」の区別は溶解し

た。今や、真偽不明の大量の情報が、世界の人々の認識を操作しようと氾濫する事態

になってしまった。  

 

Ⅳ「パレスチナ／イスラエル：ガザ情勢と中東変動の行方」（第 4 回・2024 年 3 月 8

日） 

 

１．20 年前の警告 

パレスチナとイスラエルの間にある壁を取り外した場合、アラブ人とユダヤ人と

の人口はほぼ拮抗しているが、この事態について 20 年前から警告がなされていた。 

 例として「国境を定めず、必要な取り組みもしないままに。成り行きにまかせよう

か。そうすれば、ある日イ  スラエルには、ユダヤ人とほぼ同数のパレスチナ人がい

ることになるだろうから。そのときは、  まったく新たなたたかいが開始されること

になるのだろう――南アフリカのように――「一人に  一票を」というたたかいが。  

出典 アミラ・ハス『パレスチナから報告します』（くぼたのぞみ訳、筑摩書房、2005

年、86 頁）」 

また、エドワード・サイードがエジプトのアフラーム紙で  

「向こう 10 年のうちには、歴史的にパレスチナと呼ばれた地域において、ユダヤ

人とアラブ人の人  口が拮抗する。それを考えれば、わたしたちは、部族対立による

羊飼いの戦争と蔑称されるよう  な争いを続けるのを止め、できるだけ早く、二つの

国民で構成される世俗主義の一つの国家に  所属する完全な一員としてお互いを受け

いれるようにするのが賢明というものだ。そのようなア  イデンティティを選択する

ことは、歴史に残ることだ。選択しないならば、消えていくことになる    

 出典：エドワード・サイード『イスラエル、イラク、アメリカ』（中野真紀子訳、

みすず書房、2002 年、103 頁） 」と警告を発していた。  

  

 中長期的に見た場合、各民族集団が拮抗しているため、停戦で事態が収束するのか

は疑問である。現状は、壁がお互いの間にあり、監視カメラで互いを監視している状

況であるといえる。ガザ地区の周辺でも、スマートウォールと言われる完全封鎖シス

テムが敷かれていたはずだが、その間隙を突く形で 10 月 7 日に大規模攻撃がハマス

によって行われたわけである。  

 

２．ガザ情勢について：ガザ情勢の概観 

（１）未曾有の人道危機：国際人道法違反が強く疑われる状況  



20 
 

地中海に面した 360平方キロの地域がガザである。ここから 7か所の越境があり、

ハマスが攻撃を仕掛けた。北部のエレツ検問所付近で 3 か所、東側の境界線のナハロ

ーズ市周辺で 1 か所、デイルバラスとハンユニスの間で 2 か所、ラファの先である

ケレムシャロンという物資だけの検問所がありその南で 1 か所で合計 7 か所の越境

に加え、パラグライダーや潜水型のモーターボートを使った越境があった。  

その結果、ガザ地区からイスラエル南部にパレスチナ武装戦闘員 3000人 が流入、

1200 人を殺害（10/7・民間人 823 人、兵士と警察官 312 人）し、 ガザ地区に「外

国人」を含む 240 人前後の人質が連れ去られた。これまでに 110 人ほどが解放（交

渉の結果解放された 4 人と戦闘のなかで救出された 3 人、一時休戦 中に解放された

108 人） されている。  

 当初はこれらの地域の戦闘にイスラエルは集中せざるをえなかった。第四次中東

戦争以来、半世紀ぶりにイスラエル軍が本格的戦闘をイスラエル領内でおこなうこ

ととなった。それ以降はガザ地区での戦闘となった。時系列では、ガザ完全封鎖と空

爆（10/7～）、ガザ市包囲（11/2～）、一時休戦（11/24～11/31）、南部への作戦拡大

（12/1～）である。死者数は推計で 2 万 9000 人を超え（発表時現在では 3 万人を超

える）、負傷者推計 7 万人以上である。またイスラエル軍は民間の病院や学校、国連

施設への空爆、攻撃が実施されている。これらの施設は明確に軍事拠点化されている

ことが証明されない限り、攻撃対象としてはいけない施設である。  

 現在起きていることは、メディア用語的には未曽有の人道危機であり、国際人道法

違反が強く疑われる状態が続いていると学術的には言える。ジュネーブ四条約に違

反する行為が、パレスチナ・イスラエル双方でおこなわれている状態である。  

 

（2）国際社会や周辺国の反応  

アメリカのバイデン政権は、強固なイスラエルの自衛権支持、ハマスへの拒絶から

立場を崩していない。  

  ヨーロッパ諸国は当初はアメリカとほとんど立場は同じだった。人質のなかには

フランス、ドイツなど二重国籍者が多く含まれていたので、ハマスを非難し、イスラ

エルの自衛権を支持していた。しかしガザ地区内での民間人の犠牲が多くなり、逡巡

が見られるようになった。特に英国のスナク首相は BBC で女性や子供に対する攻撃

をやめるように公然と発言した。  

 アラブ諸国については、政府と世論が乖離している。政府としては基本的に冷淡、

または熱量に欠けると言わざるを得ない。アブラハム合意をした国々でも、イスラエ

ルと国交断絶などの動きはみられない。サウジアラビアのもとでアラブ連盟とイス

ラム諸国会議の合同会議が 11 月半ばにおこなわれ、非難声明と停戦を求める声明が

出されたにとどまった。 

 

（3）国連安保理での角逐と総会決議／グローバルサウス対欧米？  

 国連安保理が各国の角逐で機能していない。ロシア・中国がイスラエルに強い非難。

しかしアメリカの拒否権が発動されている。またロシア案も過半数が取れなかった

し、ブラジル案もうまくいかなかった。  
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 総会では少なくとも 3 回、ガザでの停戦などが圧倒的多数で決議されてきた。票の

動きをみると、グローバルサウス諸国と欧米諸国（日本含む）の対立軸も見えてきて

いる。 

南アフリカによる国際司法裁判所（ＩＣＪ）へのイスラエル提訴も昨年末に行われ

た。1 月末に暫定措置も出されている。これがアラブ諸国ではなく南アフリカによる

行為であるところにも、グローバルサウス対欧米という動きが少し見えてきている

といえる。 

 

３．ガザの深まる人道危機 

（１）ガザ地区で報告される「飢餓」、呼吸器疾患、人道危機 

 報道としてはかなり落ち着いてきてしまっているが、長引けば長引くほど深刻に

なるタイプの人道危機である。  

 国際的人道団体であるヒューマンライツウォッチは、ガザで人工的な飢餓状態が

生まれていると訴えている。WHO レポートによると 1 月末の段階で、ウィルス性の

下痢が 10 万人の子ども、25 万件を超える呼吸器疾患が確認されている。  

ガザ地区が封鎖状態にあるため、人的物的な流れが阻害されており、国際 NGO の

活動が著しく阻害される現状である。 

 

（２） UNRWA（パレスチナ難民救済事業機関）の危機  

 UNRWA が財政危機に陥ったことが指摘される。  

理由は、12 人の職員に「テロ関与」の疑いをイスラエル政府が指摘し、 拠出金が

一時停止（1/26～）されたことである。拠出金を一時停止したのは、 拠出額順に  米

国、（EU：直近で拠出予定がなかった）ドイツ、スウェーデン、日本、フランス、ス

イス、カナダ、オランダ、英国、イタリ  ア、オーストラリア、オーストリア、フィ

ンランドである。 

UNRWA の事業としては、ヨルダン川西岸地区、ヨルダン、シリア、レバノンのパ

レスチナ難民も支援対象としているが、近年の状況により事業の三分の一ほどがガ

ザに割り振られている。ガザ以外の予算をたとえガザに集中したとしても支え切れ

るものではないように考えられる。  

 

（３）ラファへの追い詰め 

 現在ガザ地区の北部から避難してきた人々が南部のラファ周辺に集まっている。

ラファは 25 万人規模の街だが、150 万人の避難民が集まっているとされる。ここに

イスラエルの地上部隊が本格的戦闘を行えば悲惨なことになる。  

それ以外の周辺地域での戦闘の拡大ということでは、イエメンのフーシ派による

紅海を通航する船舶への攻撃  が繰り返されている。日本郵船が運航するタンカー

Galaxy Leader の拿捕（11/19）や、米英軍によるフーシ派拠点への攻撃（1/11、22、

2/3）も繰り返されているが、この 1 週間で初めてフーシ派による攻撃で船が沈んだ

ので、アラビア半島情勢も目が離せないといえる。また、  シリアとイラクに近いヨ

ルダンの米軍基地へのドローン攻撃（米兵 3 人死亡・1/28）があり、その後イラクと
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シリアでイラン系民兵の拠点を報復攻撃（2/2）した。 

このような事態が 5 カ月近く続いている。UNRWA としては「言葉がない」と言

っている状況である。  

 

４．周辺への波及 

（１）情勢不安の波及 

イエメンでのフーシ派に対する英米軍の軍事攻撃（1/11、1/18、2/3、2/24）が実施

され 、ヨルダンの米軍施設にドローン攻撃・米兵 3 人が死亡（1/28）し、イランと

シリアの親イラン勢力に対して米軍が報復攻撃を実施（2/2）している。  

 

（２）イスラエルによるレバノンでの戦線拡大への懸念 

今年の 2 月頃からレバノンへの戦線拡大の懸念がメディアで伝えられる。  

ヒズブッラーはイスラエルへの限定的な攻撃を続けている（10/8～）。現在のとこ

ろ、 イスラエル国内死者 16 人（うち市民が 6 人）であり、これまで 2～3 名の犠牲

者の場合でもイスラエルはかなり大規模に報復していたが、現在のところ限定的で

ある。 レバノン保健省の発表ではレバノンでの死者は 195 人となっている。  

ガザ地区の戦線が安定したとしても、レバノンは安定するのかというと疑問であ

る。イスラエル軍の軍事行動がレバノンに移る可能性が高いからである。閣僚からの

意思表明も、ガラント国防相、「レバノンでの戦争に関心はないものの、準備は必要」

（2/15） 。また戦時内閣のメンバーで元参謀総長兼国防大臣のガンツ元国防相（戦

時内閣メンバー）、「政治・軍事の両側面から対応」（2/23）と発言している。  

世論による支持も不安を付け足す要因と考えられる。イスラエルの  国家安全保障

研究所（INSS）調査（11～12 月）によると、  ヒズブッラーとの全面戦争を望む回

答は、全国および北部町村全域で 20%前後で推移しており、それほど高くはない。一

番高い支持を集めているのは、  「限定的ながらヒズブッラーに対する軍事作戦を実

行する」で、北部町村全域で 48% の支持を集めている。ヒズブッラーを壊滅させる、

レバノンの政権を転覆させるほどの攻撃は望まないけれど、これほど市民がなくな

っているなかでヒズブッラーに対してもう少し計画的に作戦を実行してほしいとい

う世論が、イスラエル国内で形成されていると考えられる。ただ 2 月にイスラエル民

主主義研究所世論調査（2/12～15）（ 出典：「米軍、報復攻撃開始  イラクとシリアで

親 イ ラ ン 勢 力 標 的 」 ＜

https://jp.reuters.com/world/security/6XSRQFPONZNIHDJ7D66WAIZL2A-2024-

02-02/＞ ）によると、ヒズブッラーへの大規模攻撃（46%）、政治的解決を支持（42%）

と出ている。政治的な解決への支持を全く否定する世論は形成されていないといえ

る。 

 

５．戦後構想 

 レバノンの軍事作戦を考えるためにはガザ情勢の小康化が必要であるが、少しず

つそのような動きが見えてきているようである。  

2 月 24 日に、ネタニヤフ首相が初めてガザの「戦後構想」に言及した報道があっ
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た。ネタニヤフ自身は、ガザ地区の戦闘の目的については、ハマスのせん滅と人質の

奪還である。そこにぶれはないが、戦後構想にはこれまで言及を避けていた。10 月

の後半に地上部隊が入ってから、内閣を支える少数政党である極右宗教系政党から

ガザの戦後に関する提案がいくつか出ていた。政党「ユダヤの力」のベングリール国

家安全保障大臣からは、ガザ地区は再びイスラエルの占領下に入って、入植地の再建

がおこなわれると発言。また宗教シオニスト党党首はイスラエル軍が恒久的にガザ

地区内に展開するだろうと発言している。一方でアメリカのバイデン大統領は、戦後

のガザはヨルダン川西岸地区を統治している PA 政府に委ねることになるだろうと

発言した。 

ネタニヤフは国際的に発表された構想については否定的だが、本人の構想は明言

を避けていた。背景には明言すると連立政権を揺るがしかねない事情がある。前述の

二政党はそれぞれ 6～7 議席持っている。今のネタニヤフ内閣は戦時内閣のため、若

干異なるが、ベースになっているネタニヤフ政権を支える議席数は 64 である。イス

ラエル国会クネセトの定数は 120 で、過半数を 4 議席上回っていないため、6，7 議

席の離反でも過半数割れを起こし、政権崩壊の可能性がある。  

一方で戦争が続いていること、人質の奪還など明確な成果が出ない中で、方針とし

て転換が必要となってきたのではないか。しかし 2 月 24 日の発表の内容もあまりは

っきりとしたものでなく。イスラエルが治安・安全保障の権限を保持するとしつつも

方法は明言していない。またガザの地元の代表者が行政を担当としつつも、PA の関

与には言及はない。  一部アラブ諸国からの復興支援の資金拠出を期待するとした。

また   ハマースの影響を完全に排除するとしたが、これは戦闘の目的の段階で明言

している事である。  

ネタニヤフが戦後に言及し始めていることは、ガザでの戦闘が終盤に近付いてい

るように理解できると考える。  

 

６．イスラエル経済への影響 

 その理由として、ガザの戦闘はイスラエル経済に多大な影響を与えているからで

ある。 

（１）GDP 成長率の下方修正  

2023 年はもともとイスラエル経済の鈍化が予測（IMF）されていた。 

IMF によると、予測値は 1.5％だったが、国内需要に伴う「健闘」3％ほどの成長

を 2023 年 10 月までに実現していた。しかし情勢の不安定化、36 万人ともいわれる

予備役招集によるハイテク産業人材の戦時動員されていること、イスラエル北部と

ガザ周辺でイスラエル住民の集団避難を支えることも経済的負担となっている。  

その結果 GDP 成長率は下方修正され、特に第四四半期については、GDP 年率換

算でマイナス 11％と落ち込んだ。  

 

（２）格付け会社による評価 

この GDP の落ち込みだけではなく、格付け会社による評価も落ち込んだ。  

S＆P はイスラエルの格付けを「AA-」に据え置いたものの、見通しを「stable」から 
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「negative」へ変更（2023 年 10 月 24 日） 。JP モルガンは、2023 年第 4 四半期の

イスラエル経済について、年率換算で 11％の 縮小が予測されると発表（2023 年 10

月 27 日）。ムーディーズは、イスラエルの格付けを「A1」から「A2」へ一段引き下

げ、見通しを  「negative」に（2024 年 2 月 9 日）変更した。 

 イスラエルはハイテク産業をメインとして海外からの投資が経済的な活動におい

て大きな存在感を持っているので、格付け会社による引き下げは経済界において衝

撃をもって受け止められた。イスラエル国内の中道の新聞マアリブなどは、この引き

下げは何の、誰のせいだという世論調査を行った。ネタニヤフのせいであるというの

が一番大きな支持があった。  

 

（3）イスラエル・ガザ情勢のグローバル企業への影響 

マクドナルド社は中東、南アジア、東南アジアで当初予測を下回る売り上げ  とな

った。イスラエルのフランチャイズ店がイスラエル軍兵士に無料で食事を提供した

ことで不買運動に発展  したためである。スターバックス社は、イスラエル私事企業

であるとよく言われるが、一方で労組は親パレスチナである。労組によるパレスチナ

支持運動を理由に、イスラエル支持者から抗議活動に直面している。 

 

７．和平プロセスの破綻？ 

 ガザの戦闘は大規模であり、和平プロセスの崩壊なのではないか、和平は完全に難

しいのではないかと理解できる。しかしパレスチナ人から見ると、そもそも和平プロ

セスとは和平を目指したものだったのかとの疑問があった。  

（1）オスロ合意（1993 年）と和平プロセス 

 オスロ合意は、イスラエルとパレスチナ人（PLO）の相互承認に過ぎない。西岸地

区の一部とガザ地区を自治区に（1994 年）し、そして 5 年間の暫定統治主体として

パレスチナ暫定自治政府（PA）の設立されたにすぎない。  

（2）トランプ外交による「和平」の強制 

  イスラエルとアラブ諸国の「関係正常化」と既成事実による「現実的解決」と言

えるが、イスラエルが今管理している地域はイスラエルのものでいいではないかと

いうのがトランプ外交の基本路線だった。つまりエルサレム、ゴラン高原へのイスラ

エルの主権承認（2017 年 12 月、2019 年）、また「世紀のディール」（2020 年）、ア

ブラハム合意（2020 年：イスラエルと UAE、バハレーン、スーダン、モロッコが関

係正常化）が行われたが、パレスチナ、パレスチナ人は「見捨てられていった」、自

分たちの未来は自分たちで切り開くしかないという覚悟をパレスチナ人に強いてい

った。 

 2017 年エルサレムの主権をイスラエルに認めると発表した直後に、クウェートの

通信会社ザイン（ラマダン中にそのときの世相を表した CM を時々発表する）が、世

界の指導者たちに戦争をやめてほしいと言ったあとに、パレスチナの首都エルサレ

ムという単語が何度も繰り返されるといった CM が流された。  

 

8．「占領の継続」という視点 
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 現状において「占領の継続」という視点が今後を考えるうえで必要である。  

占領政策の時代区分は次のように理解できる。 

 （1）橋開放政策（Open Bridge,1967 ～1973 年頃？）（Gazit 1995） 

     非武装である必要はあるが、パレスチナ人の自由な移動をイスラエル内

外で保証していた時期。ガッサーン・カナファーニー著「ハイファに戻って」

では、ラーマッラーに住んでいる老夫婦がハイファの昔住んでいた家を車で

訪問できていた。  

湾岸諸国への出稼ぎやイスラエル国内での就労による現金収入を得るこ

とが、パレスチナ人にとって可能だった時代。  

 （2）鉄拳政策（Iron Fist, 1977～1993 頃？）（Hiltermann1991） 

     この時期は、イスラエルに対する抵抗運動などに参加した人物のみなら

ず、本人が属する家や村に集団懲罰をおこない、連帯責任を取らせた時期で

あった。文化人に対しても同様で、政治的に活発だったビールゼイト大学学

長をヨルダンに追放した。家屋の取り壊しなども頻発した。これが 1987 年

の大衆蜂起インティファーダに発展したと説明される。  

 （3）分離政策（“Hafrada,”2000～？）？  

     2000 年時代も占領政策は続いていたが、特にこの時代の特徴は「分離」

であろう。Hafrada はヘブライ語でさようならを意味する。分離壁が建設さ

れ、ガザ封鎖（抑え込み）、ガザで繰り返される戦闘が繰り返された。 

   

9．占領地の拡大とイスラエル社会の変化 

 占領政策が継続することで、パレスチナだけではなくイスラエル社会も変化した。 

（1）第三次中東戦争（1967 年） 

 「占領地」との認識は 1967 年以降であるが、西岸地区とガザ地区などの占領をお

こない、イスラエルは軍政府を形成して統治していった。  

（2）入植者運動の形成 

  自主的な入植者運動も形成されていった。「グーシュ・エムニーム（信仰者たち

の集団）」に代表される修正主義シオニズムの流れを汲む宗教右派入植者が登場し、

ヘブロンやナーブルスなど都市周辺への自主入植が起きた。 

イスラエルとしては、占領地への入植は当初は計画的に行っていた。ヨルダン渓谷に

要塞型の入植地を作り、そこに軍事拠点を築いて防衛の要にしたり、東エルサレム周

辺地域に入植地をドーナツ状に置くことで、エルサレム旧市街と東エルサレムを自

国領に含みこんでいくなどの政策を取っていた。しかしパレスチナ人が多く住む都

市部は、トラブルになるのが目に見えていたので、基本的に政府としては入植を推奨

していなかったが、都市名が聖書にそのまま出てきてしまう。例えばヘブロンである。

ナブルスはシケムという名で聖書に登場する。そうした聖書に出てくる都市を自分

たちに取り返すんだということで自主入植をしていく動きが 70 年代に起きた。これ

を支えあったのがリクードだった。1977 年にイスラエルで初めてリクードが政権を

取ったあとそのあとの 3 年間で、それ以前の 10 年間に形成された入植地の倍の数の

入植地が西岸・ガザに形成された。入植地建設が大きく躍進したのがリクード政権の
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頃だった。 

（3）「東エルサレム」の吸収 

 この入植者運動の中から徐々に政党が出てきたのが、この 10年ほどの動きである。

イスラエルでは国政選挙が全国 1選挙区比例代表制、足切り値が 3.25％であるので、

120 議席中 4 議席以上取ることができる政党は国政に参加することとなる。入植者

の人口は、東エルサレムを除くヨルダン川西岸地区で 50 万人である。東エルサレム

は 1967 年以降イスラエルに併合状態になっていたが、東エルサレムを吸収し、パレ

スチナ市議会を解散し、1980 年基本法で統一エルサレムとして、エルサレムに東も

西もないとした。もしここに東エルサレムに住むユダヤ人（日本政府の立場としては

彼らも入植者に入る）25 万人を足すと、現在入植者人口は 75 万～80 万人ほどであ

ると推計される。イスラエル人口が 900 万人程度、そのうちの 2 割がアラブ系イス

ラエル人（イスラエル国籍のパレスチナ人）と考えれば、ユダヤ系のイスラエル人の

うち 1 割がすでに入植者であるという世代を迎えているわけである。1 割いれば足切

り値 3.25％を超えるような政党・政治運動を起こすことができるわけだが、実際に

彼らが支えているのは宗教シオニスト系政党である。  

 ガザの戦後に関してネタニヤフ首相が少し言葉を濁した形で、宗教シオニスト系

政党の党首たちが、より大胆な形でガザ地区に関して打ち出していると言及したそ

のグループで、「ユダヤの力」党、「宗教シオニスト」党、「ノアム」党（党員 1 名）

などで、支えているのは入植者たちであるとされる。  

 人口が維持される以上、これらの政党はまだ支持を得続ける可能性が強い。一朝一

夕には変わらず、イスラエル社会を大きく変容させてしまったといえる。  

 

10．ガザ地区の切り捨て／パレスチナ問題の後景化 

 イスラエル・パレスチナ情勢のなかでガザ地区は「見捨てられていった」あるいは

「取り込まれてこなかった」ため、10 月のハマス攻撃の背景にあるのではないか。

パレスチナ政治の中でもガザが使われなくなっていき、国際政治の中でパレスチナ

問題が使われなくなっていった。  

 特にパレスチナの中で、2017 年頃以降、ガザ地区内で PLO またはファタハ（パレ

スチナ暫定自治政府を形成する主要な組織）に対する支持とハマスへの支持が逆転

している。ハマスによるガザ地区の実効支配は 2007 年以降で、逆転するまで 10 年

かかっている。  

 

（1）パレスチナ域内政治のなかでのガザ地区の切り捨て 

 ①2017 年公務員給与減額・電力危機  

   では、2017 年に何があったかと言えば、公務員給与の減額と電力危機であっ

た。これはパレスチナ暫定自治政府のアッバース大統領がハマースに対して圧力を

かけることを目的として、それまで支払い続けていたガザ地区内の公務員給与を減

額した。ガザに対してイスラエルが供給する電力の代金を、イスラエルはハマースか

ら支払いは受け取らないため、代わりに西岸地区の暫定自治政府が支払いを続けて

いたところ、これをやめて、ハマースだけでやってみるよう「いやがらせ」を夏に行
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った。非常に暑い夏に電力が停止したわけで、ここで支持が逆転した。  

 ガザの状況は、こうしたパレスチナの域内政治における切り捨てがあり、非常

に飛散になっていった。失業率は 47％、貧困ライン以下 65％、人道支援に頼る人口

80％（2022 年 10 月 7 日直前まで）となっていた。  

 ②繰り返されるガザ攻撃  

  また、ガザに対する攻撃が繰り返され、2008・2009 年以降、大規模なものは 2014

年、2023 年 10 月であるが、それ以外にも 2012 年、2021 年、2023 年 5 月など細か

い攻撃が繰り返されている。このようなガザ地区の窮状を救ってくれるであろう国

際的なアクターがなくなっていった。特にアブラハム合意である。パレスチナ問題が

国際社会で取り上げられなくなっていった。  

 

（2）中東情勢のなかでのパレスチナ問題の後景化 

 ①アブラハム合意（2020 年） 

 ブリンケン米国務長官はこうしたアラブ諸国とイスラエルの関係正常化の「妨害

が動機の一つであったとしても不思議ではない」と発言している。もちろん今回の事

態を受けてサウジアラビアがイスラエルとの関係を一時的に凍結したという報道が

出ているが、これはあくまで結果であって、それが目的であったかというと発表者は

疑問に感じている。少なくとも中東情勢のなかでパレスチナ問題が大きく後景化し

ていくなかで、自分たちの今後を考えた時に、最も極端な形で出たのが 10 月 7 日だ

ったのではないかと考える。  

   

11．ガザ情勢が示唆する中長期的な影響 

（1）「中東和平」の前提の崩壊 

 ガザ情勢を受けて、中東和平の前提が完全に崩壊したといえる。特にヨルダン川西

岸地区での衝突があまりにもひどくなっており、2022 年には 135 名で「過去 15 年

で最悪」の死者数になったが、2023 年は 500 名なくなり「過去で最悪」の事態とな

っている。暴力の度合いが、西岸地区でも深くなっていると言える。おそらくこれは

止まらないと思われる。 

 それはイスラエル国内で武器の携帯を求める動きが明確に出ているからである。

武装するためにはライセンスが必要だが、ライセンスの新規応募が 11 月 15 日時点

で 23 万 6000 件を超えたと大きく報道されている。2022 年 1 年間で 8 万件だったの

で、10 月 7 日の衝撃が非常に大きかったと言わざるを得ない。  

 国によって管理されていない暴力がパレスチナ人に向き、自衛の目的で引き金が

引かれるといった事態が想定され、これは決して和平には貢献しないと考えられる。 

 

（2）中東世論の「揺り戻し」／米主導による「中東再編」の行き詰まり 

 カタールを拠点とするアラブ政策研究調査センターが実施した世論調査によると、

アメリカ・イギリスに対する非常に強い反米・反英感情がみられる。フランスやドイ

ツに対してもほとんど評価されていない。ロシア・中国ですらあまり評価されている

と言えないという状況である。イラン・トルコは多少評価されているが、イスラエル
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に対してはいうまでもなく、アメリカに対する圧倒的な拒否感が出ている。  

 また「パレスチナ問題はあなた自身の問題だと思いますか」という問いかけに対し、

ヨルダン川西岸地区を除いてほとんどアラブ諸国で自分たちの問題であるという「当

事者」意識は軒並み高まっているという現実がある。この世論は戦闘が終われば落ち

着く可能性はあるが、戦闘は続いておりまだ落ち着かないだろうと考えられる。  

 

（3）パレスチナ人やアラブ社会のナラティヴの受容・広がり 

 欧米社会やグローバルサウスを含め、パレスチナ人・アラブ社会がこれまでパレス

チナ問題に関して維持してきた語り方や理解のされ方は、受容されたり広がったり

する傾向がみられる。それは日本国内での平和運動にもかなり入ってきていると考

えられる。 

 例えば「ダブルスタンダード」がある（ヨルダン王妃ラーニアほか）といった言い

方は典型的であり、「ナクバ（1948 年にパレスチナ人が経験した大悲劇）が再び繰り

返され第二のナクバになる」といった言葉が特に説明もなしに語られるほど「市民権」

を得始めていると感じる。また「民族浄化が行われている」、「今おこなわれているの

はジェノサイドである」（Sa’di and Abu-Lughod 2007; Masalha2012: パペ 2017）

といった語り方がある。 

 さらに「不誠実なアメリカ」（アシュラウィ 2000、Khalidi 2013）、「パレスチナ問

題に関してアメリカは校正ではない」といった語り方であるとか、「ヨーロッパ植民

地主義が背景にある」、「（イスラエルの国是である）シオニズムには植民地主義的な

性格がある」（サイード  2004、ハーリディー  2023）といった語り方などは、現在少

なくとも説得力を持って響いてしまう環境があるのではないかといえる。  

 特にこの 2 年間、ウクライナ情勢を見てきた国際社会の反応と、ガザ情勢における

イスラエルに対して煮え切らない欧米（日本を含めて）の動きを見ていくと、ダブル

スタンダードといった言葉が大きく受容されてしまう、または説得力をもってしま

う事態があるのではないかと考える。  

 これらの語り方や事態の理解の仕方・枠組みは、今後さらに影響を及ぼしうる、つ

まりグローバルサウスと呼ばれる地域や若者層を中心として、国際世論におけるパ

レスチナ・イスラエルに関しての理解のされ方、語り方、関わり方が変わってくる可

能性は決して低く見積もってはいけないのではないかと考える。  

   

第二部  報告関係論説エッセイ  

 山内 新聞掲載コラム論説・著書 

・Modern Japan’s Place in World History: From Meiji to Reiwa( Springer, 
2023 年 3 月 29 日刊行) 

・Trap of Pyrrhic victory in regional conflicts (The Japan News, Yomiuri 

Shimbun 2023 年 4 月 5 日付)  

  ・『歴史を知る読書』（PHP 新書、2023 年 4 月 14 日刊行） 

 ・『将軍の世紀』（上下巻、文芸春秋、2023 年 4 月 26 日刊行） 

・「常識否定の幕末維新史」（産経新聞『歴史の交差点』2023 年 4 月 23 日付） 
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・「統治者から見た『徳川の平和』（産経新聞 2023 年 6 月 7 日付」 

・「徳川治世 近代文化の礎」（読売新聞 2023 年 6 月 22 日付） 

・「将軍の世紀 中日インタビユー」（中日新聞 2023 年 7 月 1 日付）  

・「なぜ政治家になったのか」（産経新聞『歴史の交差点』2023 年 8 月 27 日付） 

 

・「この人に聞く『将軍の世紀』を語る・前編」（岡崎信用金庫  経済月報

MONTHLY REPORT 2023 年 9 月 (No.646)） 

・「随筆 ながい(ながえ)はおそれあり」（国立能楽堂  令和 5 年 9 月号・第 476

号） 

・「対立から競争的共存へ」（読売新聞『地球を読む』2023 年 10 月 1 日付） 

・New Mideast epic: From strife to coexistence, The Japan news 読売新聞・

英語版 2023 年 10 月 1 日付） 

・「この人に聞く『将軍の世紀』を語る・後編」岡崎信用金庫  経済月報

MONTHLY REPORT 2023 年 10 月） 

・「ガザ戦争の理屈」（産経新聞『歴史の交差点』2023 年 10 月 16 日付） 

・「ガザ地上作戦は『二重の愚策』」（『週刊文春』2023 年 11 月 2 日号） 

・「ガザの惨劇」（読売新聞「地球を読む」2024 年 4 月号） 

・「ガザの平和はいつ訪れるのか」（Voice4 月号） 

・2-state solution needed to end conflict in Gaza(The Japan news, Yomiuri 

Shimbun）. 

 

中川 コラム論説・論文 

・「民間軍事会社ワグネルのアフリカ進出：マリ共和国の事例」（武蔵野大学国際総合

研究所、MIGA コラム、2023 年 6 月 27 日）   

・「過激主義の予防におけるムルシダの役割―モロッコ王国の事例―」『羽衣国際大学

現代社会学部研究紀要』羽衣国際大学現代社会学会、第 13 号、1-20 頁、2024 年 3

月。 

 

（了） 
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徳
川
治
世
近
代
化
の
礎

山
内
昌
之
・
東
大
名
誉
教
授
が
大
著

２０２３年０６月２２日

　

読売東京 朝刊

　

文化

　

１２版

　

１３頁

江
戸
時
代、
大
広
間
で
の
儀
式
の
様

子
を
描
い
た
挿
絵。
諸
大
名
が
家
格

順
に
並
ん
で
い
る
（『徳
川
盛
世
緑』

か
ら。
東
京
都
立
図
書
館
所
蔵）

家康、人材登用巧み・家綱、統治機構完成
専
攻
は
中
東
・
イ
ス
ラ
ー
ム

地
域
研
究
と
国
際
関
係
史
だ

が、
歴
史
学
者
の
立
場
か
ら、

明
治
維
新
以
降
の
日
本
の
近
代

化
や
産
業
化
を
理
解
す
る
た
め

の
視
点
を
提
示
す
る。
「１
６

０
０
年
の
関
ケ
原
の
戦
い
か
ら

見
て
い
く
べ
き
だ。
（明
治
以

降
の）
近
代
化
で
は
な
く、（江

戸
期
か
ら
の）
近
世
化
の
問
題

と
考
え
る
こ
と
が
大
事
だ
」
。

こ
う
主
張
す
る
の
は、
幕
府
の

官
僚
制
度
が
明
治
以
降
に
も
つ

な
が
っ
て
い
る
と
考
え
る
か
ら

だ。「明
治
以
降
の
繁
栄
や
平
和

の
基
礎
は
江
戸
時
代
に
あ
る」

中
で
も、
幕
府
を
開
い
た
家

康
を
高
く
評
価
す
る。
外
国
人

や
商
人、
僧
侶
な
ど
出
自
に
と

ら
わ
れ
ず
人
材
を
登
用
し
た
こ

と
を、
「才
能
の
あ
る
人
間
が

登
用
さ
れ、
珍
重
さ
れ
る。
人

材
登
用
の
基
本
だ
」
と
語
る。

ま
た、
「織
田
信
長
や
豊
臣
秀

吉
と
違
い、
家
康
は
自
分
が
死

ん
で
も、
徳
川
家
が
瓦
解
し
な

い
統
治
シ
ス
テ
ム
の
基
礎
を
作

っ
た
」
と
功
績
を
認
め
る。
老

中
や
若
年
寄
ら
を
介
し
て
統
治

す
る
幕
府
の
職
制
は、
徳
川
氏

が
三
河
の
一
大
名
だ
っ
た
頃
の

支
配
機
構
を
応
用
し
変
形
さ
せ

た
も
の
で、
秀
忠、
家
光
へ
と

継
承
さ
れ
て
安
定
化
し
て
い
っ

た
か
ら
だ。

山
内
さ
ん
は
人
物
評
価
の
基

準
を、
「統
治
者、
政
治
家
と

し
て
の
能
力
」の
有
無
に
置
く。

家
康
に
つ
い
て
は
「感
情
の
起

伏
を
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
で
き、
政

治
家
と
し
て
一
番
必
要
な
安
定

感
が
あ
っ
た。
そ
う
し
た
理
性

に
加
え、
負
け
る
覚
悟
で
武
田

信
玄
に
挑
ん
だ
三
方
ヶ
原
の
戦

い
を
見
れ
ば、
勇
気
や
大
胆
さ

も
あ
っ
た
こ
と
が
分
か
る」
と

述
べ
る。

ま
た、
こ
れ
ま
で
注
目
さ
れ

る
こ
と
が
少
な
か
っ
た
４
代
将

軍
家
綱
を
「君
臨
す
れ
ど
も
統

治
せ
ず
と
い
う
君
主
の
最
高
の

形
態
だ
っ
た。
人
柄
も
穏
健
で

徳
が
あ
り、
家
臣
団
に
も
酒
井

忠
清
ら
有
能
な
人
物
を
数
多
く

抱
え
て
い
た
」
と
高
く
評
価。

家
康
の
手
が
け
た
統
治
シ
ス
テ

ム
は
家
綱
で
完
成
さ
れ
た
と
見

る。

　

一
方
で、
「パ
ク
ス
・
ト
ク

ガ
ワ
ナ
は
功
だ
け
で
は
な
く、

罪
も
あ
る。
あ
ま
り
に
豊
か
で

平
和
す
ぎ
て、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
列

強
が
迫
っ
て
い
る
こ
と
へ
の
危

機
感
が
ま
る
で
欠
如
し
て
い

た
」
と
語
り、
１１
代
将
軍
家
斉

に
つ
い
て、
ロ
シ
ア
船
の
来
航

へ
の
対
応
が
十
分
で
は
な
か
っ

た
な
ど
と
批
判
す
る。

　

「ウ
ク
ラ
イ
ナ
で
戦
争
が
あ

り、
日
本
人
が
こ
れ
ま
で
持
っ

て
い
た
安
全
保
障
観
も
変
化
し

つ
つ
あ
る。
税
収
も
増
え
ず、

少
子
化
も
進
む。
こ
れ
ら
の
問

題
を
踏
ま
え、
国
家
と
し
て
の

あ
り
方
を
考
え
る
と
き、
現
在

の
日
本
を
形
作
っ
た
江
戸
時
代

の
最
初
に
さ
か
の
ぼ
っ
て
考
え

る
べ
き
で
は
な
い
か」

◇

山
内
さ
ん
は『将
軍
の
世
紀』

で
歴
史
を
通
じ、
「現
代
の
問

題」ま
で
読
み
解
い
て
い
る
が、

同
時
期
に、
吉
田
松
陰
の
『留

魂
録』
や
イ
プ
ン
・
ア
ッ
テ
ィ

ク
タ
カ
ー
の
『ア
ル
フ
ァ
フ
リ

ー』
な
ど
古
今
東
西
の
名
著
を

中
心
に
紹
介
し
た
『歴
史
を
知

る
読
書
』
（Ｐ
Ｈ
Ｐ
新
書）
も

刊
行
し
た。

へ
何
が
し
か
の
試
練
や
情
景

に
接
し
た
と
き、
似
通
っ
た
場

面
に
遭
週
し
た
先
人
た
ち
は、

は
た
し
て
ど
の
よ
う
に
振
舞
っ

て
問
題
を
解
決
し
よ
う
と
し
た

の
か。
そ
れ
を
参
照
す
る
こ
と

は、
と
く
に
危
機
の
時
代
を
生

き
る
私
た
ち
に
と
っ
て、
じ
つ

に
意
義
深
い
作
法
で
あ
る
の
は

間
違
い
な
い
〉
と
記
す。
現
代

も
困
難
な
時
代
で
あ
る
こ
と
に

変
わ
り
は
な
い
が、
「
自
分
た

ち
の
将
来
は
ど
う
な
る
の
か、

そ
う
い
う
近
未
来
の
姿
を
予
想

す
る
際
に
歴
史
を
教
訓
と
し
て

学
ん
で
ほ
し
い」
と
語
っ
た。
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YOUR DAILY ASTROLOGY (March 31, 2023)
By Magi Helena

ARIES (March 21-April 19)

Show how forgiving you can be when a

misunderstanding occurs; if you’re in a tight

spot, be accountable rather than just

charming. You may still have a chance for

romantic moments with a special someone

or pleasant conversations with friends.
 

TAURUS (April 20-May 20)

You may come across as more attractive

than usual so this can be the time to take

chances to impress new acquaintances or

a potential new boss. Use this time to

prove you are committed to a romantic re-

lationship or strengthen an existing friend-

ship.
 

GEMINI (May 21-June 20)

You could be feeling grateful and satisfied

at your present situation. Your bills can be

paid, and your needs met. You may have a

loyal set of friends or an inspiring partner to

keep you company and share the priceless

joys of life.
 

CANCER (June 21-July 22)

An awkward situation could be made

worse if you insist on getting the last word

in — take this moment to turn the other

cheek. Try not to commit to a promise be-

cause information may not be accurate, or

conditions could change quickly.
 

LEO (July 23-Aug. 22)

Think things through. You may need to be

the bigger person or walk away if your

friendly approaches are ignored. You could

be easily led astray by someone without

scruples so tune into your intuition and be

vigilant when it comes to new relationships.
 

VIRGO (Aug. 23-Sept. 22)

Your open-mindedness and sensitivity can

bring harmony to what might start out as

chaos. Avoid making major business deci-

sions or buying currently trending items as

circumstances might not be what they

seem.
 

LIBRA (Sept. 23-Oct. 22)

Be sensitive to a loved one’s need to be

taken care of or entertained but be careful

not to overdo it or choose the wrong mo-

ment to flirt. You may walk a balance beam

this weekend between being warm and ap-

proachable and being polite.

SCORPIO (Oct. 23-Nov. 21)

A busy schedule and conflicting responses

may leave you overthinking someone’s feel-

ings or actions. You may not notice a prob-

lem until it is too late to fix it, so take this

time to reflect on things. Enjoy social gath-

erings and community events.
 

SAGITTARIUS (Nov. 22-Dec. 21)

Do your best. You might bask in the spotlight,

but this means your work could be under

more scrutiny. Use your intellect to give you a

boost in situations that put you in a good light

and you can benefit from the experience.
 

CAPRICORN (Dec. 22-Jan. 19)

When it comes to money matters, avoid

giving definitive answers when it comes to

yes-or-no questions. There could be a po-

tential for monetary loss if you lose focus.

Double check credit card charges or re-

ceipts for major purchases.
 

AQUARIUS (Jan. 20-Feb. 18)

Your home could become the hub of social

activities. Some uncomfortable issues could

come forward unless everyone follows the

rules, so clarify them. Hold off on making

major decisions or any large expenditures

this weekend.
 

PISCES (Feb. 19-March 20)

Shift into a lower gear. You may feel like

speeding into the lead, but there is no point

in competing when no one else has a car in

the race. Be patient and find or wait for ad-

ditional aid or support for getting a project

off the ground.
 

If March 31 is your birthday

During the next four to five weeks, your prac-

tical business sense could be enhanced,

and you can make some of your dreams a

reality. In May, your social life may be en-

livened, and you could have a chance to join

a gym or sports team where you can

combine physical and social activities. July is

the worst month to take a vacation or put an

investment plan into action because you are

easily distracted by wishful thinking. Your

leadership skills and enthusiasm stand out in

August and by the beginning of September,

you are ready to relax in inspiring surround-

ings. For the best results, wait until late Octo-

ber when your judgment is at its best to

launch your most important plans.
 

©  2023 Tribune Content Agency, LLC.

W
ar is easy to start but dii-
cult to bring to an end.
When Russian President
Vladimir Putin launched
a war on Ukraine, he must
have been sure that the in-

vasion would be completed as swily as the
Russian invasion and occupation of Crimea in
2014, which ended in four days, or the Six-Day
War of 1967, also known as the Third Arab-
Israel War. Not to mention that he in no way
would have expected an arrest warrant to be is-
sued against him by the International Criminal
Court, which recently accused him of war
crimes. In reality, the war in Ukraine is now in
its second year.

The Iran-Iraq War began in 1980 and lasted
for eight years as a conflict of attrition, but the
Gulf War of 1991 was over about one month
aer it broke out. The war in Ukraine is show-
ing signs of being a prolonged, attritional one.

In Ukraine, Russia lost a slew of troops and
weapons over the past year. Nevertheless, it re-
tains its tradition of neglecting human rights
and the rule of law, a practice it cultivated dur-
ing the Bolshevik Revolution and World War II.
Doing exactly what Soviet leader Joseph Stalin
did, Putin has been unhesitatingly deploying
personnel — not only regular Russian troops
but also the Wagner mercenary group — in
reckless operations. Putin also looks like Soviet
Red Army Marshal Georgy Zhukov, who did
not mind making huge sacrifices, if necessary,
for military gains.

Putin has continued losing many lives on the
Russian side but achieved no strategic gains.
What he has been doing is reminiscent of the
fate of Marcus Licinius Crassus, a member of
the ancient Roman Republic’s so-called First
Triumvirate with Julius Caesar and Pompey the
Great. Aer embarking on a war with Parthia, a
major empire in ancient Iran, Crassus died an
ignominious death. The man who was in-
vincible until shields were held up for him un-
derestimated Parthia’s strength and willingness
to take on an invading force. The Romans who
became involved in the incursion because of
Crassus’ greed for power and honor gained
nothing from the invasion and their home
country fell into misfortune, according to Plut-
arch’s “Lives,” a collection of biographies of
famous Greeks and Romans. The predicament
of Crassus was the same as that of Putin, who is
indeed poor at warfare.
 

Liken to Fabius, not Pericles
Western pundits oen compare Ukraine’s

President Volodymyr Zelenskyy to ancient

Trap of Pyrrhic victory in regional conflicts

There is a country

that has dutifully

followed this

teaching, enabling

itself to learn a

resolute lesson from

Putin’s fatuous war

on Ukraine. It is

Japan.

Athenian statesman Pericles, known as the
guardian of democracy. They argue that the
Ukrainian leader has been acting as a shield, de-
fending free Europe from Russia’s dictatorship.

But whereas Athens in the era of Pericles was
at its pinnacle, Ukraine’s gross domestic
product is only one-tenth that of Russia.
Zelenskyy took over the leadership of Ukraine
while its national power was still weakening in
the wake of the loss of Crimea to Russia. The
Ukrainian leader should be compared to ancient
Roman general and statesman Quintus Fabius
Maximus Verrucosus, who had his army tena-
ciously withstand an invasion by a North Afric-
an force led by Carthaginian general Hannibal.
Zelenskyy looks more proficient than Fabius in

Yamauchi is special adviser to Fujitsu Future

Studies Center Ltd., specializing in Middle

Eastern and Islamic area studies and history of

international relations. He is also a professor

emeritus at the University of Tokyo, where he

headed the University of Tokyo Center for Middle

Eastern Studies (UTCMES), and a special visiting

professor at Mohammed V University of Rabat in

Morocco. He was a professor at Musashino

University in Tokyo from 2018 to March 2023.

commanding troops.
Somewhat unlike Fabius, who avoided a

pitched battle with Hannibal’s army, Zelenskyy,
heightening the morale of the Ukrainian popu-
lation, has had his country put up an all-out res-
istance against the invading forces. He has not
backed down in the battle with Russia over
Bakhmut, a small town in Ukraine’s Donetsk
region.

Zelenskyy has been disgruntled with U.S.
President Joe Biden and European leaders for
providing Ukraine with weapons only in small
quantities out of fear of Russia. The more the
war in Ukraine becomes prolonged, the higher
the cost of postwar reconstruction will be, de-
creasing the workplaces and industries that can
accept Ukrainians returning home aer being
refugees abroad during the war.

Zelenskyy apparently believes that in order to
get Putin to agree to a truce, he would need to
realize over a short period of time a military
breakthrough like the outcome of the Battle of
Zama in North Africa around 202 B.C. Back
then, the force led by Roman general Scipio
Africanus, also known as Scipio the Elder, de-
feated Hannibal and forced Carthage to sur-
render. Nonetheless, to realize a Zama-like
triumph, Zelenskyy has to get Ukraine prepared
to fight a protracted war, which he does not
want, to the extent that fatigue in the West
about support to Ukraine will certainly grow.
The purposes of the war for both Ukraine and
Russia are again questioned.

For Zelenskyy, his leadership in Ukraine’s
homeland defense to repel Russian troops will
surely be enshrined in history as a national
myth. If he wants Ukrainian troops to recapture
Crimea and the territory of eastern Ukraine,
which Russia put under its control prior to the
February 2022 invasion of Ukraine, Kyiv will
have to keep fighting for almost the same dura-
tion as the Iran-Iraq War. Does Ukraine have
suicient “basic physical strength” to remain in-
volved in such a protracted war?

For their part, the Russian people have noth-
ing to gain from the war that was launched
based on lies and unjustifiable reasons. Russia
will have to hide under a  veil of glory the fall of
its national power and the decline in national
prestige resulting from the war. The thought is
that Putin will make no concessions as to any
change in the status quo concerning Crimea
and two eastern regions. This means that the
red line for him is believed to be a truce that will
keep the pre-2022 boundaries intact. If Ukraine
tries to have the upper hand over Russia beyond
those boundaries, Moscow will undoubtedly put
forward the possible use of tactical nuclear arms
as a realistic operational choice for the first
time.
 

Lessons from history
Once the war gets protracted, Ukraine is likely

to end up facing what will amount to a Pyrrhic
victory no matter how many isolated wins can
be achieved. Such a victory means that even the
triumphant side would have sustained devastat-
ing war damage and have little to gain.

In the 3rd century B.C., aer prevailing over a
spate of major enemies, Pyrrhus, the king of the
ancient Greek kingdom of Epirus, said, “If we
are victorious in one more battle with the Ro-
mans, we shall be utterly ruined,” according to
Plutarch’s “Lives.” Answering a question of who
the greatest generals were, Hannibal was quoted
as saying that Pyrrhus was a better general than

Scipio and himself.
In the preface of his history of Rome, Roman

historian Livy wrote how important it was to learn
lessons from historical events by saying that if
things began hideously and ended still hideously, it
would be better to avoid them. There is a country
that has dutifully followed this teaching, enabling
itself to learn a resolute lesson from Putin’s
fatuous war on Ukraine. It is Japan.

Japan has already been applying the lesson
learned. In December 2022 it adopted a set of
three new national security and defense
strategy documents — the National Security
Strategy, the National Defense Strategy and
the Defense Buildup Program — at a Cabinet
meeting. On March 16, the leaders of Japan
and South Korea held a summit in Tokyo,
agreeing to make eorts on both sides to re-
duce tensions between them over such issues
as lawsuits related to former requisitioned
workers from the Korean Peninsula and
Japan’s restrictions on South Korean-bound
exports of certain industrial materials and
products. More recently, Prime Minister Fu-
mio Kishida visited Kyiv. These develop-
ments are imperative for Japan, the United
States and South Korea — all of which ba-
sically share democratic values — to imple-
ment a coordinated Eurasian strategy in the
security domain at a time when the war in

Ukraine is going on in western Eurasia and
North Korea’s nuclear threats and the pos-
sibility of a Taiwan contingency are increas-
ing in eastern Eurasia.

For many decades now, Taiwan has been an
exemplary flag-bearer for upholding freedom
and democracy by ensuring the rule of law. Its
administrations have peacefully changed in ac-
cordance with results of elections through uni-
versal surage. Taiwan is a “region” where free-
dom and democracy are shared as its funda-
mental values. The Taiwan people must resolve
the issues with China peacefully for themselves,
based on their understanding and agreement.

As a democratic economy, Taiwan is now
leading the world especially in the area of semi-
conductor manufacturing technology, serving
as a key link in global supply chains. There is no
question that China, too, is in a position to
share the same benefits with Taiwan. Should a
Taiwan contingency happen, China’s overall
market value and component supply chains
would be tremendously damaged, as shown by
Russia’s lesson. In the event of a Taiwan contin-
gency, Japan as the most important country in
the region should communicate to the rest of
the world about the principles of action and
norms concerning East Asia’s security, human
rights preservation and the rule of law in the
same way as done by the United States and
European countries vis-a-vis Russia’s invasion
of Ukraine.

China seems to believe that it will be able to
stage military operations against Taiwan as a
“little war” requiring just several days to
complete. However, the United States, con-
scious of the war in Ukraine, is poised to en-
hance its military assistance to Taiwan to boost
the Taiwan armed forces’ capability to resist the
Chinese military. For its part, the Japanese gov-
ernment should explain to China that dip-
lomacy is the core of Japan’s national security
strategy first and foremost and unwaveringly
persuade Beijing to understand that a war on
Taiwan, like Russia’s war on Ukraine, would
only result in a Pyrrhic victory that would cause
its growth and prosperity to relapse.
 

(Special to The Yomiuri Shimbun)
 

The original article in Japanese appeared in
the March 26 issue of The Yomiuri Shimbun.
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MIGAコラム「新・世界診断」 

民間軍事会社ワグネルのアフリカ進出： 

マリ共和国の事例 
 

                               

 ロシアのウクライナ侵攻が開始してから 1 年 4

カ月が経過したが、停戦の兆しはまだ見えない。
侵攻前、ロシアのプーチン大統領は、ウクライナ
のゼレンスキー大統領は国外へ逃亡し、首都キー
ウを 3 日で陥落させることができると考えてい
たと伝えられる。しかしゼレンスキー大統領もウ
クライナ国民も決然とロシアの暴挙に抵抗する
意思を見せ、当初武器供与にあまり積極的ではな
かった欧米諸国もウクライナ支援を加速させた。 

2014 年のクリミア侵攻時のように、住民の大
半に歓迎されると考えていたロシア兵たちは、ウ
クライナ国民による「想定外」の抵抗に直面して、
士気を低下させたうえ、補給も十分ではない状況
におかれ苦戦を強いられている。2023 年 6 月現
在、ロシア軍が 2022 年 2 月以降新たに制圧でき
た州はない。 

士気の下がったロシア軍とは対照的に、プーチ
ン大統領の側近プリゴジン氏率いる民間軍事会
社ワグネルは、次第にその存在感を高め、ショイ
グ国防相やゲラシモフ参謀総長らに対し、不十分
な補給について SNS 上で激しく批判する姿を公
開した。またワグネルの戦闘員をロシア国防軍の
傘下に入れるようにとの国防省の要請をはねつ

け、両者の対立が伝えられた。そして 6 月 24 日、突如プリゴジン氏はロシア南部ロストフナド
ヌーで、ロシア軍南部軍管区司令部や飛行場を含む軍施設を掌握したと発表し、プーチン大統
領が急遽国民に向けて演説し、プリゴジン氏を「裏切り者」として激しく非難し、「武力蜂起」
の鎮圧と、さらに第一次世界大戦中に発生したロシア革命と続く内戦によってロシア人同士が
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殺しあった事態の再来は避けるべきことなどを述べた。 

しかしワグネルの部隊はロストフナドヌーから首都モスクワに続く連邦道路 M4 を北上し、
モスクワまで 200 キロほどの地点まで進出したところで、突然プリゴジン氏は「流血の事態を
避けるために」退却命令を出し、ロシア大統領府のペスコフ報道官は、プリゴジン氏に対する
容疑をすべて取り下げると発表した。また同報道官は、プーチン大統領の了解のもとで、隣国
ベラルーシのルカシェンコ大統領が仲介し、プリゴジン氏はベラルーシに出国することとなっ
たと述べた1 

ワグネルの設立は 2013 年頃で、2014 年から 2015 年にウクライナ東部のドンバス地方で、
ドネツクとルガンスクの両・自称「人民共和国」の分離主義勢力を支援したことで、世界の注
目を集めた。その後、シリア内戦においてアサド政権を支援するために、ロシアの正規軍より
前に投入され、リビアの内戦においても、トブルクに拠点を置くハフタル将軍率いるリビア国
民軍側で参加している。ロシアの正規軍ではないワグネルは、プーチン政権にとっては、公式
な関与を否定できるため都合の良い存在であった。リビアへのロシアの関与を問われたプーチ
ン大統領は、ロシアの「民間人」がそこにいるかもしれないが、ロシア軍の関与はないと繰り
返し述べたが、プーチン政権とワグネルとの関りは明らかであった2。 

 このリビアに加え、マリ、スーダン、中央アフリカ、モザンビーク、マダガスカルなどアフ
リカ諸国で、ワグネルは関与を深めている。内戦中あるいは内戦終了直後に、権威主義政権の
要人を警護する業務を請け負い、金やダイヤモンドなどの採掘権をその「代金」として受け取
る場合もあり、ワグネルの大きな資金源となっている。 

 マリ内戦の経緯 

 アフリカ北西部に位置するマリは、1960 年にフランスの植民地から独立した国である。国名
はかつて繁栄したマリ帝国に由来する。2021 年の人口は約 2190 万人3、国土面積は日本の約
3.3 倍である。 

 独立後まもない時期から軍事独裁体制が続いた後、1991 年のクーデターで実権を握った軍人
トゥーレ氏による暫定政権のもとで翌 1992 年に憲法が制定された。大統領選挙によってコナ
レ氏が政権につき、マリ史上初めての民主的な政権交代が実現した。 

コナレ氏はポーランドのワルシャワ大学で歴史学と考古学の学位を取得し、高校教師からキ

                                                      
1 Reuters “ Rebel Russian mercenaries halt advance on Moscow, Kremlin says fighters to face no action” June 24th, 2023 

(https://www.reuters.com/world/europe/rebel-russian-mercenaries-halt-advance-moscow-kremlin-says-fighters-face-no-

2023-06-24/ 最終確認日：2023 年 6 月 25 日) 
2 中川恵「部族アイデンティティの活性化と諸外国の介入 : リビア内戦長期化の要因に関する一考察」羽衣国際大学現代社
会学会『羽衣国際大学現代社会学部研究紀要』第 10 号、13-29 頁、2021 年。 
3 World Bank Data(https://data.worldbank.org/country/ML) 
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ャリアをスタートさせ、マリで初めての独立系新聞レ・ゼコーを創設し、1989 年から 3 年間国
際博物館評議会の会長も務めた文化人であった。彼は 2 期 10 年の任期満了で退任するまで、
言論の自由や複数政党制を推進し、民主的な政権運営を行った。任期中の 1996 年には、マリ北
部から隣国ニジェールにまたがる地域で分離闘争を繰り返していたトゥアレグ族の武装解除を
おこなっている。次のトゥーレ政権においても、民主的運営は引き継がれた。 

 しかし 2003 年夏における多量の降雨によって、サバクトビバッタが異常繁殖し、2004 年 6

月から 7 月にかけてモーリタニア、マリ、チャドなどのサヘル地域に移動したため、農作物に
深刻な被害が発生し4、マリの経済は大きな打撃を受けた。2006 年に北部地域でトゥアレグ抵
抗運動が再び武装闘争を開始する事態となった。 

 その後 2011 年にリビアで発生した内戦への参加やリビアからの武器の流入によって、戦闘
能力を強化したトゥアレグ族の反政府武装組織であるアザワド解放民族運動 （MNLA: 

Mouvement national de libération de l'Azawad）は、イスラーム過激組織のアンサール・ディー
ンとともに北部のトンブクトゥ州、キダル州、ガオ州、モプティ州の一部を制圧し、一方的に
独立宣言を行った。一方のマリ国軍は、政府に対して十分な武器を準備できなかったことなど
に対して批判を強め、軍事クーデターが発生してトゥーレ政権は 2012 年 3 月に打倒されてし
まった。 

 その後 6 月には、アンサール・ディーン、西アフリカ統一聖戦運動（MOJWA：Movement for 

Oneness and Jihad in West Africa）、イスラーム・マグリブのアル・カーイダ（AQIM：Al-Qaeda 

in the Islamic Maghreb）と、MNLA との間で対立が生じ、MNLA が駆逐されたため、マリ北
部はイスラーム過激派が支配する地域となった。この事態を重く見た欧米諸国やアルジェリア
を初めとするアフリカ諸国は、間接的にマリ軍を支援してきたが、マリ大統領の要請によって、
2013 年 1 月旧宗主国のフランスが軍事介入としてセルヴァル作戦を実施し、アザワド地域を攻
撃した。この攻撃への報復として過激派が起こした事件が、同年 1 月 16 日のアルジェリアの
イナメナスの天然ガス関連施設における人質事件であった。同事件では、邦人 7 名を含む 37 名
の命が失われた。 

 マリへのワグネルの進出  

 マリ政府は 2013 年 8 月に大統領選挙を実施し、イブラヒーム・アブーバクル・ケイタ氏が
大統領に就任した。ケイタ大統領は、かつて首相と国会議長を務めた人物で、2002 年にも大統
領選挙に立候補したが、3 位で落選していた。 

                                                      
4 この危機に際して、日本政府も国際連合食糧農業機関（FAO）を通じ、チャド、マリ、モーリタニアにおける砂漠バッタ
対策に対し、3 億 3,000 万円の食糧増産援助を実施した。
（https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/data/zyoukyou/h_16/040914_2.html 最終確認日 2023 年 6 月 24 日） 
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2002 年の大統領選挙では、多くのムスリム指導者らから支援を受けていたが、首相在任中に
イスラームでは禁じられているカジノや宝くじを導入したことなどから、彼に批判的な声も多
かった5。2018 年に大統領に再選されたが、2020 年 8 月の軍事クーデターで辞任し、議会の解
散を表明することとなった。 

 代わって権力を掌握したアシーミー・ゴイタ大佐は、暫定政府の副大統領に就任し、暫定大
統領にはヌダウ元国防大臣を指名し就任させたが、内閣改造の際に自身への相談がなかたこと
を不満とし、自らが大統領に就任した6。このゴイタ暫定政府が、イスラーム系武装組織に対抗
するためにワグネルをマリに引き入れたのであった。 

マリは世界で第 17 位、アフリカでは南アフリカ、ガーナ、ブルキナファソに次ぐ第４位の金
産出国で年間産出量は約 50 トン（2022 年）で7、綿花に次ぐ輸出品である。マリの金鉱床は同
国西部及び南部の泥・砂質岩を主体とするビリミアン系地質分布地域に集中している8。 

 

マリにおける金の産地（黄色の丸印）9 

                                                      
5 BBC “Mali's Muslim leaders back ex-premier”April26th,2002（http://news.bbc.co.uk/2/hi/africa/1953128.stm 最終確認
日：2023 年 6 月 24 日） 

6 BBC “Mali's coup leader Assimi Goïta declares himself president” May 27th,2021 (https://www.bbc.com/news/world-

africa-57270050 最終確認日：2023 年 6 月 24 日） 
7 U.S.Department of the Interior, United States Geographical Survey, Mineral Commodity Summaries 2023, pp.80-81. 
8 独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構「金属資源情報」2004 年 3 月 30 日付報告書
（ https://mric.jogmec.go.jp/reports/current/20040330/557/ 最終確認日 2023 年 6 月 24 日） 
9 U.S.Department of the Interior, United States Geographical Survey , Alluvial Diamond Resource Potential and Production 

Capacity Assessment of Mali, p.6. (https://pubs.usgs.gov/sir/2010/5044/pdf/sir2010-5044.pdf 最終確認日：2023 年 6 月 25

首都バマコ 

カンガバ地方 

ヤンフォリラ圏 

カイ 
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2022 年以降、ワグネルは首都バマコの南に位置するカンガバ地方やヤンフォリラ圏（シカソ
州）で活動をしているとみられる。地元の住民たちは「フランス語を話さない人々」がやって
きたと話す。また同年 5 月中旬には、イスラーム武装勢力と闘うべくマリにやってきたワグネ
ルにとって主たる活動地はマリ北部であるはずだが、金の産出地帯に近いケーズの空港で戦闘
員 10 名以上が目撃されている。マリの金はドバイに持ち込まれて現金化されるか、そのままロ
シアに送られているとみられている10。 

地下資源が豊富なアフリカ大陸において、ワグネルは 2017 年以降中央アフリカ共和国のン
ダッシマ金鉱などを掌握しているほか、中央アフリカの木材がカメルーン経由で積み出され、
コーヒーや砂糖からも利益をあげようとしているとされる11。しかし、マリのゴイタ暫定政権
は、国中いたるところにワグネルが存在する中央アフリカのような状況になることは避け、ワ
グネルには要請した本来の業務であるイスラーム過激派との闘いに専念してもらいたい、そし
て国家としての主権は維持したいと考えている12。 

豊富な金とティンブクトゥの古文書に見る寛容の精神 

 国名の由来となったマリ帝国は、13 世紀に栄えた帝国である。ニジェール川上流から中流域
に勢力を拡大し、ジェンネやトンブクトゥなどの交易都市が栄えた。マリ帝国以前に現在のマ
リとモーリタニアにかけた地域に栄えたガーナ王国は、8 世紀から 11 世紀にかけて、サハラ砂
漠の岩塩とセネガル川流域で採掘される金を交換する、いわゆる塩金交易で富を築いた。マリ
帝国も同様であった。マリ帝国とその後のソンガイ帝国の時代にトンブクトゥを訪れたレオ・
アフリカヌスやイブン・バトゥータはいずれも、学問が隆盛を極めるこの街の様子を記録して
いる。 

マリ帝国の最盛期はマンサ・ムーサ（在位：1312～1337 年）の時代であった。マンサ・ムー
サは約 40 兆円という人類史上最高の個人資産を保有した人物とされる。イブン・ファドラッラ
ー・アルウマリーは、マンサ・ムーサが伝説的な 1324 年メッカ巡礼の途中で立ち寄ってから
12 年後にマムルーク朝下のカイロを滞在したときのことを、マンサ・ムーサが大量の金をばら
まいたために、金相場が下がり、その影響は 12 年後の今でも続いていると記している。マリ
                                                      

日） 
10 Benjamin Roger, « Au Mali, la ruée vers l’or des mercenaires de Wagner, » Jeune Afrique, le 20 juin 2023 

(https://www.jeuneafrique.com/1451811/politique/au-mali-la-ruee-vers-lor-des-mercenaires-de-wagner/ 最終確認日：
2023 年 6 月 25 日) 
11 Mathieu Olivier, « Comment Wagner se finance : enquête sur l’eldorado d’Evgueni Prigojine en Centrafrique et au 
Cameroun, » Jeune Afrique, le 12 janvier 2023.( https://www.jeuneafrique.com/1406255/politique/comment-wagner-se-

finance-enquete-sur-leldorado-devgueni-prigojine-en-centrafrique-et-au-cameroun/ 最終確認日：2023 年 6 月 25 日) 
12 Benjamin Roger, op.cit. 
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は、欧州においても、豊かな金を産出する場所として知られるところとなり、1375 年に製作さ
れた世界地図であるカタロニア地図には金塊を手にしたマンサ・ムーサの肖像が描かれている。 

現在のマリにおいて、マンサ・ムーサに対しては、伝統に反して国の富を浪費しすぎた人物
と評されることもあるが、共和国独立 50 周年にはマンサ・ムーサを記念した金貨が発行されマ
リ共和国の象徴の一つとみなされている。 

また、マンサ・ムーサの治世下で建設され、ユネスコの世界遺産にも含まれるトンブクトゥ
のジンガレベル・モスクにある複数の聖者廟を「偶像崇拝」であるとして、2012 年にイスラー
ム過激派のアンサール・ディーンが破壊し13、その後トンブクトゥに伝わる貴重な古文書類も焼
いたことがニュースとなった14。 

しかし焼失した古文書はごく一部で、イスラームの彩色写本を含む約 38 万点にのぼるトン
ブクトゥに伝わる貴重な古文書の大半は、イスラーム過激派が街に侵入し始めた頃から、1984

年から散逸した古文書を集め古文書館を設立した図書館員ハイダラと住民たちによって、密か
に少しずつ 1000 キロ近く離れた首都バマコに運ばれていたことがのちに判明した。  

古文書は、学術書にとどまらず、音楽や恋愛への賛歌、そして異教徒への寛容さが記された
もので、「500 年におよび人間的な喜びにあふれ」ており、イスラーム過激派の思想とは相容れ
ない。イスラーム過激派が町を制圧し、古文書に焼損の危機が迫りつつあるなかで密かに実行
されたこのハイダラらによる息詰まる「古文書移送作戦」は、アメリカ人ジャーナリストのジ
ョシュア・ハマーが 2016 年に発表した The Bad-Ass Librarians of Timbuktu（邦訳『アルカイ
ダから古文書を守った図書館員』紀伊国屋書店、2017 年）に詳しい。 

むすびにかえて 

今月 6 月 18 日に実施されたマリの新憲法制定についての国民投票は、23 日時点に暫定的に
公表された結果では投票率 39.40％と低調だったが、97％が賛成票を投じた15。イスラーム過激
主義勢力と闘うゴイタ暫定政権が提示した大統領権限の強化と世俗主義原則の盛り込まれた今
回の憲法改正案に対しては、イマームら宗教関係者に反対の声が強い。過激主義勢力に代表さ
れる「不寛容なイスラーム」と闘うための政教分離、世俗主義原則と、トンブクトゥの古文書
類に見られるマリの伝統的な「寛容なイスラーム」との間に生じた軋轢である。 

                                                      
13 BBC  “Timbuktu shrines damaged by Mali Ansar Dine Islamists,” June 30th, 2012.( https://www.bbc.com/news/world-

africa-18657463 最終確認日：2023 年 6 月 24 日) 

14 BBC  “Mali conflict: Timbuktu manuscripts destroyed” (https://www.bbc.com/news/world-africa-21257200 最終確認
日：2023 年 6 月 25 日) 
15 Jeune Afrique « Au Mali, la nouvelle Constitution adoptée avec 97% des voix » le 23 juin 2013 
(https://www.jeuneafrique.com/1457074/politique/au-mali-la-nouvelle-constitution-adoptee-avec-97-des-voix-selon-des-

resultats-provisoires/ 最終確認日：2023 年 6 月 24 日) 
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今回の反乱によって、プリゴジン氏はベラルーシに出国し、ワグネルの戦闘員らはロシア正
規軍に吸収され、ワグネルは解体されるとの報道がなされているが、アフリカでワグネルが手
にした利権を簡単に手放すとは思えない。 

長い歴史と豊かな文化遺産を有し、かつてはアフリカで最も民主的な国であるとも評された
マリの人々が、新憲法をめぐる不協和音を民主的に解決し、北部における紛争を収束させ、再
び自らの資源を管理してその豊かさを享受できる状況となることを願ってやまない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 












































